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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、2011年8月にネパール連邦民主共和国と締結した討議議事録

（R/D）に基づき、公共事業交通省道路局を主な対象として、2012年1月から技術協力プロジェク

ト「シンズリ道路維持管理運営強化プロジェクト」を実施しています。 

このたび、本プロジェクトの協力開始から約2年が経過したところ、事業の進捗状況を把握し今

後の活動をより効果・効率的に実施するため、プロジェクトの目標達成度や成果等を分析すると

ともに、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性について確認し提言を行うことを目的

として、中間レビュー調査団を派遣しました。 

調査団は、ネパール連邦民主共和国の中間レビューメンバーと合同レビュー調査団を構成して

現地調査を行い、その結果を合同レビュー報告書として取りまとめました。報告書の内容は、プ

ロジェクト関係者に報告され、目標達成度や成果が確認されるとともに、提言内容は今後取り組

む事項として確認されました。 

本報告書は、同調査団によるレビュー結果及び協議結果を取りまとめたものであり、今後の協

力事業の実施にあたり、広く活用されることを願うものです。 

終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、心から感謝の意を表します。 

 
平成26年3月 

 
独立行政法人国際協力機構 
経済基盤開発部長 三浦 和紀 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：ネパール連邦民主共和国 案件名：シンズリ道路維持管理運営強化プロジェクト

分野：道路 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICA経済基盤開発部運輸交

通・情報通信第三課 
協力金額（評価時点）：2億6,381万円 

（R/D）：2011年8月2日 
 

先方関係機関：公共事業交通省（MOPIT）道路局

（DOR）、灌漑省（MOI）治水砂防局（DWIDP）、ネパ

ール道路基金（RBN） 

2012年1月～2016年1月 日本側協力機関：日本工営株式会社 

協力期間 （4年間） 他の関連協力：・無償資金協力「シンズリ道路建設計

画（第1工区～第4工区）」（1996～2015年） 
・無償資金協力「シンズリ道路建設計画（第2工区斜

面対策）」（2012～2015年） 
・開発調査「ナラヤンガード－ムグリン道路防災管理

計画調査」（2007～2009年） 
１－１ 協力の背景と概要 

ネパール連邦民主共和国（以下、「ネパール」と記す）のシンズリ道路（国道6号線）は、日

本の無償資金協力により1996年7月に第1工区の橋梁工事が開始され、13年かけて第1工区、第2
工区、第4工区が建設された。2009年から残る第3工区の工事が着手され、全線開通（総延長約

160km）に向けて現在建設が進められている。 
ネパールでは雨期になると厳しい地形・地質条件に起因する斜面崩壊や土砂災害が起きて、

主要道路が寸断され通行不能になることが少なくない。シンズリ道路は土砂災害に対する一定

の配慮がなされて建設されているものの、予想を超える自然災害により、一部区間で道路が通

行不能になり、通年にわたって安全で円滑な道路交通の確保ができない状況が発生する可能性

は否定できない。災害に強い道路網を整備するためには、組織的な災害対策工に関する能力の

強化が不可欠である。シンズリ道路の維持管理は現在、公共事業交通省（Ministry of Puclic 
Infrastructure and Transport：MOPIT）の道路局（Department of Road：DOR）本部の外国援助部門

が直轄で行っているが、工事終了後は維持管理部門の地方道路事務所が所管することになり、

建設段階における情報の確実な引き継ぎ、資金的・技術的にも効果的な体制整備と技術力の向

上が、DORの課題になっている。 
このため、ネパール政府はシンズリ道路全線開通後の安全で円滑な道路交通を確保するため、

シンズリ道路維持管理の改善をめざす技術協力を日本政府に要請した。 
 
１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、DORがシンズリ道路の維持管理と災害・事故発生時の作業を適切に実施

できるよう、道路維持管理、災害緊急対策などの分野で技術移転を行っている。シンズリ道路

の維持管理には河川災害対策を管轄する灌漑省（Ministry of Irrigation：MOI）の治水砂防局

（Department of Water Induced Disaster Prevention：DWIDP）との連携が不可欠のため、DWIDPに
対しても災害対策に関する技術移転を行っている。DORの道路維持管理予算はネパール道路基

金（Roads Board Nepal：RBN）を通じて道路特定財源から配分されるため、RBNも本プロジェ

クトのカウンターパート（Counter Part：C/P）機関として必要に応じて活動に参加している。 
（1）上位目標 

シンズリ道路における安全で円滑な道路交通が確保される。 
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（2）プロジェクト目標 
シンズリ道路の維持管理（日常的、周期的、緊急的な維持管理）及び災害・事故発生に

おける道路管理が、DOR及びDWIDPによって適切に実施されるようになる。 
 
（3）成果 

成果1. シンズリ道路における運営・維持管理体制が構築される。 
成果2. シンズリ道路における災害、交通事故などに関する道路管理体制が構築される。

成果3. 災害対策工に関するDOR及びDWIDPの知識、技術が向上する。 
 
（4）投入（評価時点） 

 ＜日本側＞総投入額：2億6,381万円 
専門家派遣：累計12名（57.56人/月）、1）チーフアドバイザー/道路維持管理、2）道路防

災計画1、3）道路行政、4）維持管理業務自立支援/道路防災計画2、5）組織・経済分析、

6）交通安全/機材計画、7）道路防災、8）斜面防災/環境社会配慮、9）情報・通信管理1、

10）業務調整、11）業務調整/道路維持管理補助、の11分野 
ローカルコスト負担：3,480万円（JICAネパール事務所が負担したパイロット事業費9,754
万ルピーは含まれない） 
機材供与：1,550万円（車両、自記雨量計、コンピュータ、デジタルカメラなど） 
研修員受入：9名（C/Pの本邦研修） 

 ＜ネパール側＞ 
主要カウンターパート配置：累計19名（現在12名） 
ローカルコスト負担：DORは優先事業を含む維持管理予算として2012/13年度と2013/14
年度で2億9,100万ルピーを計上し、DWIDPはパイロット事業の1事業と優先事業に計9,000
万ルピーを計上している。 
専門家執務室提供：DORとDWIDPが執務室をそれぞれ提供 
 

２．評価調査団の概要 

調査者 
   

担当分野 氏 名 所 属 
団長/総括 恒岡 伸幸 JICA国際協力専門員 
協力企画 
 

津守 佑亮 
 

JICA経済基盤開発部 運輸交通・情報通信第三課

兼 計画・調整課 主任調査役 
評価分析 島田 俊子 アイ・シー・ネット（株）コンサルタント 

    
調査期間 2014年1月19日～1月31日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果（アウトプット） 
成果1：部分的に達成されている。 

指標1-1のシンズリ道路全線の道路台帳の更新と、指標1-2の同道路の補修履歴や災害履歴の

データベースの更新は、プロジェクト開始時から取り組んでおり達成される見込みである。

指標1-2に記されている「補修履歴や災害履歴のデータベース更新のためのガイドライン」に

ついては、既存のガイドラインのレビュー、シンズリ道路への適用に際しての留意点につい

                                                        
1 2名の専門家が派遣された。 
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て整理が行われている。指標1-3の年間道路維持管理計画（Annual Road Management Plan：
ARMP）は、専門家の助言により、現地踏査やリスク分析などを基に技術的根拠をもって作成

されるようになっており、達成される見込みである。指標にはないが、プロジェクトが取り

組んでいる、ラムタール道路管理事務所の設置という新たな組織体制と機材整備、緊急維持

管理事業の実施なども、成果1の達成に必要な活動で達成を測る指標になりうると考えられ、

成果1の指標を見直すことが望ましい。 
 

成果2：部分的に達成されている。 
指標2-1の「緊急対応システムの構築」は緊急情報システム（Emergency Information System：

EIS）が構築中で、EIS導入後の運用・管理が適切に実施されれば達成される。指標2-2の「す

べてのシンズリ道路利用者が、災害や気象、交通事故に関する道路・交通情報にアクセスす

る」は、すべての道路利用者の定義が明確でなく、達成見込みを判断するのは難しい。指標

2-3「安全パトロールの毎週1回実施」と指標2-5「安全キャンペーンやワークショップの年2
回実施」は、順調に実施されている。指標2-4「交通事故に関するデータベース更新のための

ガイドライン作成」は、交通警察からデータを入手可能な死亡事故を対象としてデータベー

ス更新に取り組むことを制度化することが検討されている。指標にはないが、プロジェクト

で作成した道路安全管理計画や道路安全パトロールマニュアルに基づいて、交差点改良や安

全標識の追加設置、急カーブでの視距の改善など安全施設の改良に取り組んでおり、成果2の
達成に寄与している。成果2についても指標を見直すことが望ましい。 

 
成果3：部分的に達成されている。 

指標3-1の「DORとDWIDPの10名/エンジニアが、パイロットプロジェクトの実地訓練と日

本での研修に取り組む」は、あらかじめ計画された活動で既に実施されている。DORとDWIDP
が成果3の活動に共同で取り組むにつれて、指標3-2「DORとDWIDPの間で持続的な共同事業

が確立する」は実現しつつある。指標3-3「災害のハザードマップと復旧に関するマニュアル

の作成」のハザードマップの作成は既に達成されている。復旧工事のためのマニュアルは既

存のマニュアルのレビュー、シンズリ道路への適用に際しての留意点について整理が行われ

ている。指標にはないが、日本側の投入で行うパイロット事業、ネパール側の投入で行う優

先事業の実施が成果3の達成に寄与していることから、成果3についても指標を見直すことが

望ましい。 
 
（2）プロジェクト目標：部分的に達成されている。 

1つ目の指標である「災害や事故による通行不能日数が、平均で50％以下になる」は全線

開通が始まっていない現時点では、達成見込みを判断するのが難しい。指標2のシンズリ道

路の表面損傷度の数値は、2013年ですべての工区で「良い」とされる0から1.7内に収まって

おり、目標値の2.0以下を現在のところ達成している。指標3「パイロット事業とネパール側

が取り組んだ対策の数」について、6つのパイロット事業と17の優先事業の大半は計画どお

りに進んでいる。しかし中間レビュー調査時点で、指標3の達成に負の影響を及ぼす要因と

して、①DWIDPの優先事業に対する予算措置が不十分なこと、②一部の沿線住民が私有地

の災害対策工など本プロジェクトに対する要求実現のために活動を妨害したこと、③DOR
とDWIDPで事業の民間業者への発注や契約プロセスに時間がかかっていること、の3点が確

認されている。プロジェクト後半には、DORとDWIDPが引き続き関係者と緊密な連携・調

整をとりながら適切に対処していく必要がある。 
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３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 
本プロジェクトは、道路輸送を重要分野の1つとして掲げ、安全で信頼性のある道路輸送

サービスの向上をめざす、ネパール政府の暫定3カ年計画（2010/11～2012/13年）と道路開

発の基本政策である優先的投資計画（2007～2016年）に一致している。シンズリ道路は総

延長160㎞に及ぶ幹線道路で、厳しい自然条件に起因して毎年斜面崩壊や土砂災害が起こ

り、通年にわたって安全で円滑な道路交通の維持はDORにとって喫緊の課題であり、本プ

ロジェクトに対する期待は高く必要性も大きい。DWIDPは、JICAから長年支援を受けてお

り斜面災害対策の技術・知見があるが、DORとの共同事業は、省庁の縦割り行政でほとん

ど実施されていなかったことから、本プロジェクトに対する期待は高く必要性も大きいと

いえる。 
日本の外務省対ネパール経済協力方針（2012年）では、「持続可能で均衡のとれた経済成

長のための社会環境・基盤整備」が3つの援助重点分野の1つで、JICA国別分析ペーパー（2013
年）では、上記重点分野の社会・経済インフラ整備に対応する3つの協力プログラムの1つ
に「運輸交通インフラ整備プログラム」があり、本プロジェクトもそのなかの技術協力に

位置づけられている。したがって、本プロジェクトは日本の援助政策との整合性が高い。

シンズリ道路は長年日本の援助で建設され、本プロジェクトは過去の協力との整合性があ

り、山国の日本がもつ道路維持管理、道路防災対策、河川土砂管理などの知見や技術、経

験が十分生かされている。パイロット事業の計画・実施をC/Pへの技術移転の柱として位置

づけ、各種調査の実施や実地訓練に取り組んでおり、C/Pの能力向上の手段として適切であ

る。DORとDWIDPの予算で実施する優先事業もプロジェクトデザインに取り込み、C/Pの主

体的な本プロジェクトへの参加促進とプロジェクト終了後の持続性を担保する手段として

も適切である。総合的に判断して、本プロジェクトの協力実施内容は妥当性が高い。 
 
（2）有効性：やや高い 

中間レビュー調査時点でプロジェクトがもたらした効果は、①道路台帳の作成・更新や

補修履歴や災害履歴のデータベースの作成・更新、交通安全情報のデータベースの作成・

更新、②道路維持管理改善計画の策定と緊急維持管理事業の実施、道路安全管理計画と道

路安全パトロールマニュアルの作成と道路安全対策の実施、③緻密な技術的根拠に基づく

ARMPの策定、④パイロット事業と優先事業の調査・計画・設計、実施を通じたC/Pの能力

向上と主体性・責任感の醸成、⑤DORとDWIDPの連携強化、が挙げられる。これらは全般

的に有効性を高めている。 
3つの成果はそれぞれプロジェクト目標の達成に向けて貢献している。しかし、プロジェ

クト目標の達成見込みは、指標1の災害や事故による通行不能日数は、全線開通前の段階に

おいて達成見込みを判断することが難しいことや、指標3に懸念材料がみられることから中

間レビュー調査時点では判断が難しく、有効性を若干低める要因になった。以上の点を総

合的に判断して、本プロジェクトの有効性はやや高いと評価した。 
 
（3）効率性：やや高い 

日本・ネパール国側双方からの投入はほぼ予定どおり行われ、全般的に活動は計画され

たスケジュールどおりに実施された。日本側の投入のうち、専門家はこれまで派遣された

12名中7名がネパールでの業務経験があり、現地ネパールの事情に精通している。特にチー

フアドバイザーは、長年シンズリ道路建設計画の調査にも従事しシンズリ道路やDORの業

務を熟知しているうえ、DORからの信頼が厚く、強いリーダーシップを発揮している。道

路行政担当のネパール人専門家は、シンズリ道路建設プロジェクトのプロジェクトマネジ

ャーを16年間務め、シンズリ道路やDORの業務を熟知していると同時に、DORをはじめと
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するネパール側C/Pとの調整能力が高いことが挙げられる。ネパール側の投入のうち特筆す

べきは、優先事業として実施する道路防災事業の事業費を負担していることである。日本

側の負担で行うパイロット事業でも、初期環境調査や現場常駐管理者など必要なローカル

コンサルタントの傭上費を一部負担している。C/Pが他の業務も兼任しており多忙だが、本

プロジェクトで合意したそれぞれの業務役割分担に従って責任を果たしている。これらは

すべて、円滑なプロジェクト実施の貢献要因になって効率性を高めた。プロジェクトの効

率性を妨げているか、あるいはプロジェクト後半にその影響が懸念されるのが、DWIDPの
予算配分が不十分な点である。以上を踏まえて、全般的に効率性はやや高いと判断できる。

 
（4）インパクト：上位目標の達成に向けたポジティブな兆候がみられる。 

上位目標の指標1の「シンズリ道路の交通事故死亡者率（死亡者数/交通量）が、2018年ま

でに50％以下になる」は、学校や沿線住民、バス運転手を対象とした交通安全キャンペー

ンが実施されているが、全線開通前の段階において達成状況を判断することは難しい。指

標2の「シンズリ道路の維持管理・安全対策に関して、道路利用者の満足度が平均で80点に

達する」は、2013年の調査によると第1工区でわずかに及ばなかったものの、第2工区と第4
工区では目標値の80点に達している。プロジェクトが取り組んだ各種交通安全対策がプラ

スの影響を及ぼした可能性もある。中間レビュー調査時点で、上位目標の達成見込みを判

断するのは時期尚早だが、ポジティブな兆候が確認された。 
ネパール側の予算負担で実施する優先事業をプロジェクトデザインに取り込み、プロジ

ェクト目標の指標にも設定している。したがって、DORやDWIDPの独自の取り組みや努力

は、本プロジェクトではインパクトではなく、主に有効性で評価している。DORとDWIDP
が独自予算で優先事業に取り組んでいることは、上位目標の達成に向けたポジティブな兆

候として評価できる。 
 
（5）持続性：中程度と見込める。 

安全で信頼性のある道路輸送サービスの向上をめざすため、道路維持管理業務を継続的

に推進するネパール政府の方針は変更されないと考えられ、中間レビュー時点での政策面

の持続性は高いと見込まれる。 
シンズリ道路の維持管理予算のうち、日常的維持管理と周期的維持管理は、ほぼ予算要

求どおりの額がRBNから配分されている。しかし、特定維持管理の予算は、2012/13年度で

要求のわずか12％、2013/14年度も18％しか配分されなかった。プロジェクトが設置したシ

ンズリ道路維持管理室（Sindhuli Road Maintenance Unit：SRMU）は、不足分を一般会計で

あるDORの予算から充てており、今後、特定維持管理のための予算を十分確保していく必

要がある。 
DWIDPについては、優先事業の予算措置が2012/13年度、2013/14年度ともに財務省を説得

できずに不十分だった。プロジェクト後半、財務省への積極的な働きかけを強めるとして

いるが、中間レビュー調査時点では不確かであり、財政面からの持続性の見通しは中程度

である。 
本プロジェクトは、道路維持管理制度の強化と道路安全管理体制の構築に取り組んでい

る。中間レビュー調査時点では、EISの運用が始まっていないうえに、本プロジェクトを引

き継ぐ新ラムタール道路管理事務所が建設中であり、同事務所の体制については計画があ

るもののまだ不明である。したがって、制度面の持続性については、現時点では見通しが

困難である。 
プロジェクトの提案によってラムタール道路管理事務所が設置されることになったの

は、組織面の持続性を担保するうえで特筆すべき成果である。ただし現時点では建設中で、

必要な人員の配置や機材の調達など計画はあるものの、実際にどのように組織が整備され
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るかについては不確かである。また、プロジェクト期間中はSRMUとシンズリ道路防災対策

室（Sindhuli Road Disaster Prevention Unit：SRDPU）を設置し、DORとDWIDPの連携・協調

関係をうまく保つことができているが、プロジェクト終了後、これらの組織の持続性につ

いては不明で、現時点で組織面の持続性は予測できない。 
DORとDWIDPのC/Pの能力は、プロジェクト活動の進展に伴い、徐々に向上してきたと推

察される。プロジェクトで移転された技術や知識は、今後もDOR、DWIDPそれぞれの業務

に適用が可能と期待できる。しかし、中間レビュー調査時点で、C/Pの技術や知識は一層向

上する余地があると判断し、技術面の持続性はやや高いと見込めると評価した。 
以上、プロジェクトの持続性は中程度と評価した。 

 
３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容 
本プロジェクトの計画立案段階から組み込まれていた災害対策工のパイロット事業は、

C/Pが斜面対策やその他、災害対策工に関する知識や技術を習得する機会になっていて、プ

ロジェクトの妥当性や有効性、一部持続性を高めることに貢献している。このほか、ネパ

ール側DORとDWIDPが独自予算で優先事業として災害対策工に取り組むことが本プロジェ

クトのデザインに組み込まれ、プロジェクト全体で進捗状況をモニタリング・管理してい

る。この点は、C/Pの主体性を喚起・強化し、本プロジェクトの妥当性、有効性、効率性、

一部持続性を全般的に高める要因になっている。さらに、上位目標達成に向けてのプラス

材料になっている。 
本プロジェクトは、プロジェクトデザインに加えて、効率性で述べたとおり、投入の点

でも効果発現に貢献している要因がみられる。リーダーシップを発揮したチーフアドバイ

ザーやネパール業務経験が豊富な専門家、元DORの役人兼シンズリ道路建設プロジェクト

マネジャーなど日本側の投入、JICAの業務に従事したC/Pの投入は、専門家とC/Pとの信頼

関係の構築、プロジェクト関係者間の円滑なコミュニケーションに役立ち、効率的・効果

的なプロジェクト運営を可能にしている。 
 
（2）実施プロセス 

C/Pが3機関にまたがるため、プロジェクト開始後にDORにSRMUを、DWIDPにSRDPUを

設置し、両機関のC/Pをそれぞれのメンバーとして配置した。両メンバーに加えてRBNの

C/P、日本人専門家の意思疎通も図るため、SRMUで月例会を開催した。この会議はプロジ

ェクト活動の進捗状況の確認や課題を議論するうえで、またプロジェクトの一員としてチ

ームの結束を固めるうえで機能していた。このことは、プロジェクトの有効性や効率性を

高めることに貢献した。DORとSRDPUの災害対策工に関する協力の枠組みと役割分担を、

プロジェクト開始後に議論して、道路用地幅25m以内の災害危険区域はDORが、25mを超え

た危険区域や河川浸食箇所については、DWIDPが担当することも双方が確認し、会議議事

録で合意した。このことは、DORとDWIDPの円滑な連携・協力を可能にして、本プロジェ

クトの有効性を高めるのに貢献している。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容 
特になし。 

 
（2）実施プロセス 

実施プロセス上の阻害要因は、プロジェクト目標の達成で既に述べた3点である。 
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３－５ 結論 

中間レビュー調査はプロジェクト期間の中間地点に実施されているので、3つの成果はまだ達

成されていないが、プロジェクト活動の多くは順調に実施されていた。円滑なプロジェクトの

実施に貢献している要因は、①道路維持管理に対する問題意識が高く、プロジェクトに対する

強いコミットメントがあるC/Pの配置、②DORとDWIDPの良好な連携・協調関係の確立、③ネパ

ールでの業務経験が豊富で現地に精通している専門家の派遣、④チーフアドバイザーのリーダ

ーシップ、⑤元DOR役人でシンズリ道路建設プロジェクトに長年従事したネパール人専門家の

高い調整能力、⑥C/Pと専門家のチームワークのよさ、⑦プロジェクト調整委員会（Project 
Coordinating Committee：PCC）会議やSRMUでの月例会議を通じた適切なモニタリングの実施、

が挙げられる。これらはすべて効率性を高める要因になった。 
本プロジェクトは、シンズリ道路の維持管理体制の強化や道路安全管理の確立、災害対策工

に関するC/Pの能力強化など、DORのニーズに合致した協力を行っている。また、DORとDWIDP
が災害対策工をはじめ、持続的で安全な道路交通の確保に本格的に連携・協調して取り組んだ

初のプロジェクトである。このようにDORやDWIDPのニーズに合致し、ネパール政府と日本の

援助政策にも合致しており、技術協力として妥当性は高いという評価になった。 
中間レビュー調査時点でも、有効性で述べたとおり、本プロジェクトはさまざまなプラスの

効果をもたらしていた。特に、綿密な技術根拠に基づくARMPの策定は、他の地方道路管理事務

所では十分実施されていないことが考えられ、評価すべき成果である。また本プロジェクトの

C/Pの能力向上と主体性・責任感の醸成は、一般的にネパールで実施された他のJICA技術協力で

C/Pの主体性の低さが問題となっていることを踏まえると、本プロジェクトの特筆すべき成果で

ある。更にDORとDWIDPの連携強化は、道路管理を行うDORと防災対策を行うDWIDPと、両機

関の所掌を明らかにしたうえで、対策工に緊密に取り組んでいる好例であり、今後ネパールの

他の案件にも大いに参考になる可能性がある。これらは全般的に有効性を高めている。このほ

か、プロジェクトの予算で実施するパイロット事業と、ネパール側の予算負担で行う災害対策

工を優先事業としてプロジェクトデザインにあらかじめ組み込んだことは、C/Pの能力向上に貢

献し、プロジェクトの有効性だけでなく一部持続性を高めることにも貢献している。 
円滑なプロジェクト運営やプロジェクト目標達成に向けて、やや阻害要因になっているのが、

①DWIDPの優先事業に対する予算措置が不十分なこと、②一部の沿線住民が私有地の災害対策

工など本プロジェクトに対する要求実現のために活動を妨害したこと、③DORとDWIDPで事業

の民間業者への発注や契約プロセスに時間がかかっていること、の3点である。これらの阻害要

因により、有効性や効率性、持続性の一部評価を低める結果となった。 
 
３－６ 提言 

（1）PDM指標の修正 
PDM Ver. 1の指標の一部を修正して、プロジェクトの成果を適切にまた可能な限り客観的

に測るべく合同中間レビュー調査団がC/Pや専門家との協議を通じて修正を検討し、PDM 
Ver. 2をPCCで議論・承認することが望ましい。 

 
（2）パイロット事業と優先事業の経験や教訓の共有 

プロジェクトの後半は、DORとDWIDPが専門家の支援を受けながら、パイロット事業と

優先事業を主導して実施していくべきである。これらの事業の設計、計画、施工管理から

得られた経験や教訓を、さまざまな関係機関と共有していくことが重要である。 
 
（3）財務省交渉でDWIDPの十分な予算確保 

DWIDPからの予算措置は効果的・効率的優先事業の実施の鍵で、計画どおり十分な予算

措置がなされれば、本プロジェクトの効率性、有効性、持続性が一層高まることが期待さ
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れる。したがって、DWIDPはDORと協力して十分な予算措置がなされるよう、シンズリ道

路の災害対策工の必要性を説きながら財務省との交渉を粘り強く続けていくべきである。

 
（4）優先事業契約のタイムリーな締結 

本プロジェクトで取り組む優先事業は災害対策工のため、雨期前に事業を終えなければ

ならないものも多く、請負業者の迅速な調達、タイムリーな契約締結が求められる。各組

織内での関係者への働きかけを強め、調達・契約手続きのスピードアップを図ることが必

要である。調達・契約手続きが順調に進めば、本プロジェクトの効率性や有効性の向上に

つながると考えられる。 
 
（5）ラムタール道路管理事務所の迅速な体制整備 

本プロジェクトが提案したラムタール道路管理事務所は、シンズリ道路全線の開通後、

同道路の維持管理事業を牽引していくことが期待されている。本プロジェクトの持続性の

観点からも、同事務所の役割は重要である。したがって、ラムタール道路管理事務所を早

急に建設し、必要な要員の配置や機材調達など管理体制の整備を、本プロジェクトが作成

した計画どおりに、迅速に進めていくべきである。 
 
（6）緊急情報システム（EIS）の持続的な運用 

EISは、過去にJICAの支援でDWIDPがムグリン－ナラヤンガード道路防災対策開発調査で

導入したことがあるが、管理体制については改善の余地がある。DORはこうした過去の経

験を踏まえて、シンズリ道路の緊急情報システムの適切な運用・管理体制を構築して、持

続的に運用できるようにする必要がある。 
 
（7）C/Pに対する技術支援の強化 

シンズリ道路は山岳道路であり想像していなかった大規模災害が起こった箇所もある。

したがって、本プロジェクトは、ネパールではまだ導入されていない難易度の高い対策工

の技術や、自然災害の影響を最小限に抑える技術などを中心に、C/Pの技術支援を強化して

いくべきである。 
 
（8）経験や教訓を基にした提言書の作成 

本プロジェクトは、シンズリ道路の運営・維持管理、道路安全管理システムの強化を支

援している。これらシステムの一層の改善には、DOR全体のシステム改善が必要なことが、

徐々に明らかになっている。プロジェクトの経験や事例、教訓を基に、DORとDWIDPに対

する提言書を作成すべきである。 
 
３－７ 教訓 

（1）プロジェクト開始時にC/P機関のプロジェクトでの役割と責任、活動を明確にして、正式

文書に明示しておく必要がある 
DORとDWIDPの本プロジェクトでの協力の枠組みや役割分担に関する方針を、プロジェ

クト開始後、両機関と専門家で何度も協議を重ねて、会議議事録に署名・合意した。この

ような明確な協力の枠組みと役割分担に関する方針があったため、両C/P機関は相互に協力

しながらそれぞれの立場でプロジェクト活動に取り組んでいる。本プロジェクトのように、

複数の組織がC/P機関に設定されているプロジェクトの場合、プロジェクト内でのそれぞれ

の機関の役割や機能を明らかにしておくことが、円滑なプロジェクト実施の鍵となる。各

機関の責任や担う活動を、会議議事録など正式文書に明示・記録しておくべきである。 
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（2）C/P機関の予算負担で行う関連活動をプロジェクトの協力範囲に組み込むことは、C/Pの
主体性や責任感の醸成、プロジェクトの持続性の担保に有効である 

一般的にC/P機関の負担で行う活動は、プロジェクトデザインに含まれていないことが多

い。しかし直接関連する活動をプロジェクトで得た知識やノウハウを使って行う場合は、

予算負担はC/P機関で行うにしても、計画時にプロジェクトデザインに組み込みモニタリン

グ・管理することは有効である。特にC/Pの主体性や責任感の醸成、プロジェクトの持続性

の担保に有効である。 
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Summary of Evaluation Results 
1.Outline of the Project 

Country: Federal Democratic Republic of 
Nepal 

Project Title: The Project for the Operation and 
Maintenance of the Sindhuli Road  

Issue/Sector: Roads  Cooperation Scheme: Technical Cooperation 

Division in Charge: Transportation and ICT 
Division 3, Economic Infrastructure 
Department, JICA Headquarters 

Total Cost: 263.81million yen at the time of the 
Mid-Term Review Study  

(R/D): August 2, 2011 
 
January 2012 – January 2016
(four years)  
 

Partner Country’s Implementing Organization: 
Department of Roads (DOR) under the Ministry of 
Physical Infrastructure and Transport (MOPIT); 
Department of Water Induced Disaster Prevention 
(DWIDP) under the Ministry of Irrigation (MOI); and the 
Roads Board Nepal (RBN)  

 Supporting Organization in Japan: Nippon Koei Period of 
Cooperation  Related Cooperation:  

The Project for Construction of Sindhuli Road Section
I-IV (1996–2015)  

The Project for Countermeasure Construction Against the 
Landslides on Sindhuli Road Section II (2012–2015) 

The Development Study on Mugling-Narayanghat Road 
Disaster Prevention (2007–2009) 

1-1 Background of the Project 
The Sindhuli Road is one of the most important arterial roads in Nepal, linking Kathmandu City, the 
capital of the country, with the Terai region in southern Nepal. The road, with the length of 160 km in 
total from Bardibas to Dhulikhel, has four sections. The Project for the Construction of the Sindhuli 
Road consisting of the construction of bridges and causeways in the Section I, and roads in the Section 
IV and the Section II, was undertaken with the grant aid of the Government of Japan (GOJ) from 1996 to 
2003. The construction of the Section III started in 2009 with the grant aid of the GOJ and is supposed to 
be completed in 2015. 
During and after the construction, the Sindhuli Road has been affected by sediment-related disasters. 
Most of the damaged sections have been rehabilitated properly. Currently, the road is operated and 
maintained by the Sindhuli Road Project Office of the DOR Foreign Cooperation Branch under the 
MOPIT. After the completion of the construction work, the operation and maintenance of the road will 
be transferred to the Divisional Road Offices under the Maintenance Branch of the DOR. Therefore, it is 
necessary to strengthen their management capacities and technical capacities to implement systematic 
countermeasures for disasters.   
Accordingly, the Government of Nepal (GON) requested that the GOJ carry out a technical assistance 
project to strengthen the road maintenance system and improve management and technical capacities 
including disaster countermeasures. 
 
1-2 Project Overview 
The Project for the Operation and Maintenance of the Sindhuli Road (hereinafter the “Project”) has 
provided the DOR with technical cooperation for operation and maintenance and emergency 
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countermeasures to the Sindhuli Road. In addition, the DWIDP under the MOI, in charge of 
countermeasures for river disasters, has taken part in the Project as the counterpart (C/P) organization 
because coordination with the DWIDP was essential for proper operation and maintenance of the Sinduli 
Road. The RBN, the source of budget for maintenance, has been also involved in the Project. 
The expected outcomes of the Project are presented below. 
(1) Overall Goal: Safe and smooth road traffic along the Sindhuli Road is secured.  
(2) Project Purpose: Routine, recurrent, periodic, and emergency maintenances along the Sindhuli 

Road come to be promoted by the DOR and DWIDP. 
(3) Outputs 

(4) Inputs 
Japanese Side:  
・ Total cost: 263.81million yen at the time of the Mid-Term Review Study 
・ Expert: 12 people in the following professional fields: 1) Chief Advisor/Road Maintenance 

Management; 2) Road Disaster Prevention Plan 1; 3) Road Administration; 4) Support for 
Self-Reliance/Road Disaster Prevention Plan 2; 5) Organization/Economic Analysis; 6) Traffic 
Safety; 7) Road Disaster; 8) Landslide/Environmental Impact Assessment; 9) Information and 
Communication1; 10) Coordinator; and 11) Coordinator/Road Maintenance Management Support. 
The total man-months were 57.56 at the time of the Mid-Term Review Study. 

・ Cost of the Operation in Nepal: 34.8 million yen excluding the equivalent of NRs 97.54 million, 
the cost of the Pilot Projects that the JICA Nepal Office bore 

・ Equipment: 15.5 million yen for vehicles, automatic rain gauges, computers, and other equipment 
・ Number of Trainees Received: Nine (9) (in the counterpart training in Japan) 
Nepalese Side: 
・ Main Counterparts: 19 people in total including those who have been transferred and resigned 
・ Cost Borne by the Nepalese Side: NRs 291 million allocated by the DOR for maintenance budget 

including the Priority Projects in FY 2012/13 and FY 2013/14 
NRs 90 million proposed by the DWIDP for one of the Pilot Projects and the Priority Projects in FY 
2012/13 and FY 2013/14 

・ Land and Facilities: Office space provided by the DOR and the DWIDP 

Output 1 The operation and maintenance system of the Sindhuli Road is developed.  
Output 2 The road management system of the Sindhuli Road regarding disasters, traffic 

accidents, etc. is established.  
Output 3 The knowledge and skills of the DOR and DWIDP on countermeasure works for 

disasters are improved.  

2. Evaluation Team  

Members 
of 

Evaluation 
Team 

Leader Dr. Nobuyuki 
Tsuneoka 

Senior Advisor (Engineering), JICA 

Cooperation and 
Planning  

Mr. Yusuke Tsumori Deputy Director, Transportation and 
ICT Division 3, Transportation and 
ICT Group, Planning and 
Coordination Division, Economic 
Infrastructure Department, JICA 

                                                        
1 Two experts were dispatched.  
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Evaluation Analysis Ms. Toshiko Shimada Consultant, IC Net Limited  
Evaluation 
Period 

January 19–31, 2014 
 

Type of Evaluation: Mid-Term Review Study 

3. Results of Evaluation 

3-1 Confirmation of Results 
(1) Achievement of Outputs  
Output 1 has been partially achieved. 
The updating of the developed road inventory (Indicator 1-1) and the database of disasters and 
maintenance works (Indicator 1-2) will be achieved. Regarding the Indicator 1-2, the development of the 
new guideline for updating the database of disasters and maintenance works, existing guideline is 
reviewed and necessary arrangement is considered in order to apply to the Sindhuli road. Regarding the 
Indicator 1-3, the Annual Road Maintenance Plan (ARMP) has been prepared based on the detailed site 
surveys and the risk assessment with the technical support of the Japanese experts, and is expected to be 
continuously formulated with the supporting documents in an appropriate and systematic manner. To 
achieve the Output 1, it is necessary to improve the organizational structure and institutional mechanism
by establishing the Ramtar Site Office. This office is expected to be responsible for the overall 
maintenance and operation of the Sindhuli Road after its full opening in cooperation with the existing 
Bardibas Site office. Several emergency maintenance and response undertakings were also conducted 
based on the Improvement Plans proposed by the Project. These achievements have contributed to 
attaining the Output 1, and need to be taken into consideration when the Indicators of the Output 1 are 
reviewed and revised. 
Output 2 has been partially achieved. 
Regarding the establishment of an emergency response system described in the Indicator 2-1, the 
establishment of the Emergency Information System (EIS) was in process, and the indicator will be 
achieved if the system is appropriately operated and managed. It is hard to measure the Indicator 2-2, 
i.e., “All Sindhuli Road users access the road and traffic information about disaster, weather and traffic 
accident” because the definition of “all Sindhuli Road users” is unclear. The safety patrol and the safety 
road awareness campaign were conducted as per the plan (Indicator 2-3 and Indicator 2-5). The database 
of traffic accidents obtained from the Traffic Police was developed and number of fatal accident which is 
collected by traffic police will be updated form now (Indicator 2-4). The road safety countermeasures 
that were not included in the Indictors were undertaken based on the Road Safety Management Plan 
developed by the Project. They included improvement of intersections in Bardibas, Dhlikhel and 
Bakundebesi, provision of traffic sign boards, improvement of visibility and road widening at sharp 
bends. The Indicators of the Output 2 need to be revised because the achievements above have helped
attain the output. 
Output 3 has been partially achieved. 
The Indicator 3-1, i.e., “10 persons or engineers of DOR and DWIDP undertake the on-the-job training
of the Pilot Project and training in Japan” has been achieved. The C/Ps of both the DOR and the DWIDP 
have taken part in the Project activities and gradually improved their capacities. The collaboration 
between the DOR and the DWIDP described in the Indicator 3-2 has been strengthened in accordance 
with the cooperative framework and the division of responsibilities agreed between them. Regarding the 
Indicator 3-3, the hazard maps have been developed. Regarding to the manual for disasters described in 
the Indicator 3-3, existing guideline is reviewed and necessary arrangement is considered in order to 
apply to the Sindhuli road. The pilot project implemented by Japanese side input and the priority project 
implemented by Nepali side input are conducted as a counter measure works for disaster. The Indicators 



 

xiii 

of the Output 3 need to be revised because the achievements above have helped attain the output. 
 
(2) Achievement of the Project Purpose: The Project Purpose has been partially achieved, but its 
indicators need to be revised. 
It was hard to assess objectively the level of achievement of the Indicator 1, i.e., “Duration for being 
blocked by disaster and accident reduces to 50% or less in average,” before full opening of the Sindhuli 
road. As the Japanese experts pointed out, the road closure by disasters at causeways was already 
predicted at the planning and designing stage of the Sindhuli Road2, and should be considered tolerable. 
Thus, the Project should aim for the condition that the road closure due to disasters does not continue for 
more than one day. Regarding the Indicator 2, the value of the Surface Distress Index of the handed-over 
sections of the Sindhuli Road was assessed as good (0–1.7 points) in 2013, which reaches the target 
value of the Indicator 2, i.e., less than 2.0 points. Most of the Pilot Projects and the Priority Projects have 
been carried out as planned (Indicator 3). However, three challenges were observed at the time of the 
Mid-Term Review Study, and may affect the achievement of the Project Purpose. They included 1) the 
inadequate budget for the Priority Projects to be undertaken by the DWIDP; 2) the disturbances for the 
implementation of the Project caused by some local residents in the vicinity of the Sindhuli Road who 
demanded that the Project meet their needs; and 3) the time-consuming procurement and contract 
procedures of the Priority Projects within the DOR and the DWIDP. The DOR and the DWIDP need to 
take necessary countermeasures immediately in cooperation with relevant stakeholders. 
 
3-2 Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance: High  
The Project is consistent with the Three-Year Interim Plan (2010/11–2012/13) and the Priority 
Investment Plan (2007–2016). The former aims for improvement of safety and reliable road 
transportation, while the latter emphasizes the need for routine, recurrent, periodic and emergency 
maintenance works. The 160-km-long Sindhuli Road has been affected by sediment-related disasters in 
some of its sections every year. The DOR has urgently needed to ensure the traffic safety in the Sindhuli 
Road throughout the year. The Project has addressed such needs by strengthening the operation and 
maintenance system, developing road safety management, and improving the capacities of the DOR 
regarding countermeasures works for disasters. The cooperation between the DWIDP and the DOR for 
taking countermeasures against disasters is essential to maintain sustainable and safe road traffic 
conditions, but has not taken place effectively because of the GON's bureaucratic sectionalism. In this 
regard, it is the first project to address the needs for improvement of the collaboration between the 
DWIDP and the DOR. According to Japan’s Country Assistance Policy for Nepal (2012), building social 
infrastructure and institutions for balanced and sustainable economic growth is one of the three priority 
areas for assistance. This policy highlights the need for assistance for the building of social infrastructure 
and institutions related to transportation, with due attention to the environment and disaster prevention. 
In the JICA Country Analytical Work (2013), the transport and infrastructure development program is 
one of JICA’s cooperation programs in Nepal. The analysis emphasizes the need for assistance for 
improvement of living standards through improvement of the road network and safety traffic as well as 
vitalization of social economic activities on corridors. Thus, the Project is consistent with these Japanese 
aid policies. Japan has consistently supported the construction of the Sindhuli Road with its grant aid 

                                                        
2 At the time of the planning and design of the Sinduli Road, it was considered an excessive investment to take countermeasures for 
natural disasters along the entire 160 km of the mountainous road having a small amount of traffic. 
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since 1996. The Project has been fully utilizing various technologies and experiences of countermeasures 
for disasters employed in Japan, and has been consistent with the past assistance in this field. The 
approaches adopted by the Project such as planning, designing, and implementing the Pilot Projects can 
be assessed as valid for enhancing the C/Ps’ capacity of countermeasures for disasters. The inclusion of 
the Priority Projects that were to be undertaken by the DOR and the DWIDP with the budget of the GON
within the scope of the Project can be assessed as appropriate for enhancing a sense of ownership of the 
C/Ps and ensuring the sustainability of the Project. It is fair to say that the Project as a whole has a high 
degree of relevance for technical cooperation. 
 
(2) Effectiveness: Moderately high 
The Project has brought about the following effects: 1) developing and updating the road inventory, the 
maintenance and disaster records, and road traffic information; 2) implementation of emergency 
maintenance works and safety traffic countermeasures based on the Operation and Maintenance 
Improvement Plan, the Road Safety Patrol Manual, and the Road Safety Management Plan developed by 
the Project; 3) formation of the ARMP based on detailed data analysis, risk assessment and cost 
estimation; 4) enhancing the capacity and the sense of ownership of C/Ps through participation in site 
study, planning and design, and implementation of the Pilot Projects and the Priority Projects; and 5) 
strengthening the cooperation between the DOR and the DWIDP. All of the above has helped enhance 
the overall effectiveness of the Project. 
All the three Outputs have yet to be achieved, but are likely to contribute to the attainment of the Project 
Purpose. It was hard to predict the achievement of the Project Purpose at the time of the Mid-Term 
Review. The three factors that might adversely affect the achievement of the Indicator 3 of the Project 
Purpose were identified (See “3-1 (2) Achievement of the Project Purpose” for details). This has reduced 
the effectiveness of the Project somewhat. Thus, the effectiveness of the Project was assessed as 
moderately high. 
 
(3) Efficiency: Moderately high   
Most of the inputs from both the Nepalese and Japanese sides were provided as scheduled. The Chief 
Advisor and six other Japanese experts have rich experiences in working in Nepal. The Chief Advisor 
who has worked frequently with the DOR has played a leading role in building a relationship of trust 
with the DOR and the DWIDP and managing the Project. The Expert on Road Administration who 
worked as the Project Manager in the Project for Construction of the Sindhuli Road for sixteen years has 
played a major role in coordinating work with the DOR and the DWIDP. The DOR and the DWIDP bore 
all the costs for the Priority Projects and part of the costs for the Pilot Projects such as implementation of 
an Initial Environmental Examination and employment of local consultants. The C/Ps of the DOR and 
the DWIDP have taken part in the Project activities and fulfilled respective responsibilities based on the 
cooperative framework and the division of responsibilities agreed beforehand. The above factors have 
helped enhance the efficiency of the Project. However, the DWIDP has not allocated a sufficient budget 
for its Priority Projects. This has reduced the efficiency of the Project to some extent, and might affect 
the Project’s smooth implementation in its latter-half period. Therefore, the Project’s efficiency as a 
whole is moderately high. 

 
(4) Impacts: There are some positive signs for achievement of the Overall Goal.  
Regarding to the Indicator 1 of the Overall Goal, i.e., “Fatality rate (fatality/volume) reduces to 50% or 
less by 2018”, the safety road awareness campaign were conducted as per the plan. But it was hard to 
assess objectively the level of achievement before full opening of the Sindhuli road. The road users’ 
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satisfaction level of the Section II and the Section IV in 2013 reached the target value set in the Indicator 
2 while it did not reach the target value in the Section I. This might be a result of the safety improvement 
measures undertaken by the Project. Although it is too early to predict the achievement of the Overall 
Goal, such positive signs as those mentioned above have been observed.   
The efforts and initiatives of the DOR and the DWIDP for the Priority Projects were assessed as 
effectiveness of the Project because the scope of the Project included the Priority Projects that were 
designed to be undertaken with the fund of the GON. At the time of the Mid-Term Review Study, it is 
fair to say that such efforts and initiatives are positive signs towards the achievement of the Overall 
Goal. 
 
(5) Sustainability: Medium 
Policy aspect: The DOR has demonstrated a policy commitment to aim for safe and reliable road traffic 
indicated in the Three-Year Interim Plan (2010/11–2012/13) by allocating a larger budget each year to 
maintenance and rehabilitation works of roads. The current policy is expected to be sustained after the 
completion of the Project. Thus, the sustainability in the policy aspect is likely to be high. 
Financial aspect: Regarding the maintenance budget for the Sindhuli Road, an amount that was 
essentially the same as the proposed budget was disbursed from the RBN for routine and recurrent 
maintenance. However, the budget allocation for specific maintenance varied. Only 12 % and 18 % of 
the proposed budget were allocated in FY 2012/13 and FY 2013/14, respectively. The DOR needs to 
secure an adequate budget for specific maintenance. The MOF has not allocated a sufficient budget of 
the Priority Projects proposed by the DWIDP in FY 2012/13 and FY 2013/2014. This caused delays in 
the implementation of the DWIDP’s Priority Projects to some extent. Considering the above, the overall 
sustainability of the Project in the financial aspect is likely to be medium. 
Institutional aspect: The Project has taken initiatives in strengthening the operation and maintenance 
system and establishing the road safety management system. At the time of the Mid-Term Review, the 
EIS has neither been installed nor operated. Because the Ramtar Site Office was under construction, its 
institutional arrangements including staffing and procurement of equipment needed for maintenance 
works have not been in place yet as per the plan prepared by the Project. Thus, it is hard to predict the 
sustainability in the institutional aspect at this point. 
Organizational aspect: The establishment of the Ramtar Site Office proposed by the Project is a 
remarkably positive outcome in ensuring the sustainability of the Project in the organizational aspect. At 
the time of the Mid-Term Review, the construction of the office has yet to be completed. Both the 
Sindhuli Road Management Unit (SRMU) and the Sindhuli Road Disaster Preventive Unit (SRDPU) that 
were established in the DOR and the DWIDP by the Project have been working together for the 
implementation of the Project. However, it is not clear whether these organizations will be sustained 
after the completion of the Project. Thus it is hard to predict the sustainability in the organizational 
aspect.  
Technical aspect: The capacity of the C/Ps has been gradually enhanced. They are likely to keep 
applying the obtained knowledge and skills at their work. However, there is room for improvement in
their capacity at the time of the Mid-Term Review. The sustainability in the technical aspect is thus 
assessed as moderately high. 
Considering the above, the Project’s overall sustainability is likely to be medium. 
 
3-3 Contributing Factors for Generating Effects 
(1) Factors Concerning Planning 
The Pilot Projects that had been planned in the Project were effective in enabling C/Ps to gain knowledge 
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and skills in the countermeasures for disasters, and have contributed to enhancing the relevance, 
effectiveness, and part of sustainability of the Project. The Priority Projects were to be undertaken by the 
DOR and the DWIDP with the budget of the GON. The incorporation of the Priority Projects into the 
scope of the Project has helped the C/Ps gradually enhance a sense of ownership and responsibility. It 
also helped increase the relevance, effectiveness, efficiency and part of sustainability of the Project, 
leading to positive developments for achieving the Overall Goal. 
Not only the Project design but also the following inputs of the Project have contributed to generating 
positive outcomes: 1) the strong leadership of the Chief Advisor; 2) the extensive work experiences of 
several experts in Nepal; 3) the ex-DOR official cum ex-project manager of the Sindhuli Road 
construction project; and 4) the rich experiences of C/Ps who took part in numerous projects and 
development studies supported by JICA. These factors have ensured a good relationship of trust between 
the experts and the C/Ps, smooth communication among them, and efficient and effective 
implementation of the Project. 
 
(2) Factors Concerning the Implementation Process 
Although not specified in the Terms of Reference in the contract for a consultant of the Project, the 
SRMU in the DOR and the SRDPU in the DWIDP, respectively, were established at the request of the 
experts. The respective C/Ps were assigned in these organizations. The progress of the Project was 
reported and discussed between the Nepalese C/Ps including the DOR, the DWIDP and the RBN and the 
Japanese experts at the Project Coordinating Committee (PCC) meetings and the monthly meetings at the 
SRMU. Through these meetings, the Japanese experts and the C/Ps have communicated and worked 
together well, contributing to increasing the effectiveness and efficiency of the Project. 
The cooperative framework and the division of responsibilities between the DOR and the DWIDP have 
been established by the Project through discussions among the stakeholders. They were finally agreed 
and signed in the Minutes of Meeting (M/M) as follows: in hazard areas within 25 m from the center of 
the road carriage way, the DOR shall manage the disaster prevention work; in hazard areas or extended 
hazard sources outside of 25 m from the center of the road carriage way, and/or river erosion area, the 
DWIDP shall manage the disaster prevention work. They have worked together in accordance with such 
a framework, enhancing the effectiveness of the Project. 
 
3-4 Inhibiting Factors 
(1) Factors Concerning Planning 
No factors were identified. 
 
(2) Factors Concerning the Implementation Process 
Three factors that might affect the achievement of the Project Purpose and the effective implementation 
of the Project to some extent were identified (See “3-1 (2) Achievement of the Project Purpose” for 
details).  
 
3-5 Conclusion 
Most of the activities under the Project have made sound progress, although the three Outputs have yet to 
be achieved. The contributing factors for the smooth implementation of the Project were as follows: 1) 
the presence of the C/Ps with a strong sense of ownership and responsibility; 2) good collaboration 
between the DOR and the DWIDP; 3) the assignment of the Japanese experts who have considerable 
experiences in working in Nepal; 4) the assignment of the Chief Advisor who plays a leading role in 
overall management of the Project; 5) the assignment of the Expert on Road Administration who worked
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as the Project Manager in the Project for the Construction of the Sindhuli Road and plays a major role in 
coordinating with the stakeholders; 6) good communication and team work between the C/Ps and the 
Japanese experts; and 7) appropriate monitoring of the Project through bi-annual PCC meetings and 
monthly meetings at the SRMU. These factors have contributed to enhancing the efficiency of the 
Project.  
The Project has addressed the needs of the DOR by strengthening the operation and maintenance system 
in the Sindhuli Road, developing the road safety management and improving their capacities regarding 
countermeasures for disasters. Also, it is the first project to address the needs for improvement of the 
cooperation between the DWIDP and the DOR to take countermeasures against disasters and maintain 
sustainable and safe road traffic. The Project has a high degree of relevance for technical cooperation 
because it is consistent with the needs mentioned above and the policies of the GON and the GOJ. 
The Project has brought about positive effects. It is worth noting that the Project formulated the ARMP 
based on detailed technical analysis including risk assessment; other Regional Road Offices did not. 
Furthermore, the Project has not only enhanced the capacity of C/Ps but also nurtured a strong sense of 
responsibility and ownership among them. This differed from other JICA technical cooperation projects 
in Nepal that often suffered from a low level of ownership of C/Ps. Strengthening collaboration and
coordination between the DOR and the DWIDP is a noteworthy outcome of the Project, which may be 
helpful for future road projects in Nepal. These effects have contributed to enhancing the overall 
effectiveness of the Project.   
Because the Priority Projects that were designed to be undertaken with the fund of the GON were 
included in the scope of the Project, the DOR and the DWIDP have taken initiatives in planning, 
designing, and implementing the Priority Projects with a sense of responsibility. This is a remarkably 
positive effect of the Project, which helps increase not only the Project’s effectiveness but also part of its 
sustainability.  
The following three factors might affect the achievement of the Project Purpose: 1) the disturbances for 
the implementation of the Project caused by some local residents who demanded that the Project meet 
their needs; 2) the inadequate budget for the DWIDP; and 3) time-consuming procedures of procurement 
and contract in the Priority Projects. These factors have somewhat reduced the effectiveness, efficiency 
and sustainability of the Project.  
 
3-6 Recommendations 
(1) Revising the indicators of the PDM  
The Mid-Term Review Team proposed to modify some of the indicators of PDM Version 1 in order to 
verify the outcome of the Project activities appropriately and objectively. It is recommended that the 
proposed PDM Version 2 be approved by the PCC immediately. 
 
(2) Sharing the experiences and lessons of the Pilot Projects and the Priority Projects 
The DOR and the DWIDP need to take the lead in implementing the Pilot Projects and the Priority 
Projects with the technical assistance of the Japanese experts in the latter-half period of the Project. They 
need to share and disseminate experiences, good practices and lessons learned from the Pilot Projects 
and the Priority Projects with various stakeholders.  
 
(3) Negotiating with the MOF to secure an adequate budget for the DWIDP  
The budget allocation from the DWIDP is the key to efficient and effective implementation of the 
Priority Projects. This will also contribute to enhancing the efficiency, effectiveness and sustainability of 
the Project. Thus, it is strongly recommended that the DWIDP, in cooperation with the DOR, negotiate 
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with the MOF to have the MOF allocate the proposed budget by emphasizing the need for taking 
countermeasures for disasters in the Sindhuli Road. 
 
(4) Improving the contract management procedures to award a Priority Project contract in a 

timely manner 
It is necessary to improve the contract management procedures in the DOR and the DWIDP so that a 
Priority Project contract can be awarded in a timely fashion. This will help increase the efficiency and 
effectiveness of the Project. 
 
(5) Promoting the establishment of the Ramtar Site Office 
The Ramtar Site Office is expected to play a major role in operation and maintenance of the Sindhuli 
Road after its full opening. This is the key to the sustainability of the Project. Therefore, it is 
recommended that the DOR establish the Ramtar Site Office in a timely manner including staffing and 
procurement of equipment as per the plan developed by the Project.  
 
(6) Implementing the EIS in a sustainable manner 
The management structure of EIS of the Mugling-Narayanghat Road installed by the DWIDP with the 
support of JICA has some challenges. Thus, it is recommended that the DOR carefully establish an
appropriate operational mechanism for the EIS in the Sindhuli Road based on the DWIDP’s experience 
and operate it in a sustainable manner. 
 
(7) Promoting technical transfer to the C/Ps 
Unexpected huge disasters have occurred in some places in the Sindhuli Road. Thus it is recommended 
that the Project promote more technical transfer to the C/Ps, focusing on advanced technologies as well 
as countermeasures for mitigating such natural disasters. 
 
(8) Preparing a recommendation paper based on the experiences and lessons learned from the 

Project 
The Project has focused on strengthening the operation and maintenance system and the road safety 
management system of the Sindhuli Road. To improve such systems, the system of the entire DOR needs 
improvement in some cases. Thus, it is strongly recommended that the Project prepare a recommendation 
paper for the DOR and the DWIDP based on its experiences, good practices and lessons learned. 
 
3-7 Lessons Learned 
(1) The roles, responsibilities, and activities of C/P agencies in a project must be clarified at the 

beginning of the project and spelled out in official documents.  
The cooperative framework and the division of responsibilities between the DOR and the DWIDP have 
been developed through discussions among the Project stakeholders, and signed in the M/M. Thus the 
two C/P agencies have worked together well. In a project implemented by multiple C/P agencies, the key 
to smooth coordination among them is to clarify their respective roles, responsibilities and activities. 
This must be agreed and described in official documents such as M/M. 
 
(2) Inclusion of activities to be funded with the budget of C/P agencies into the scope of a project is 

effective in enhancing a sense of ownership and responsibility of the C/Ps and ensuring the 
sustainability of the project. 

Activities to be funded with the budget of C/P agencies are usually beyond the control of a project. 



 

xix 

However, with regard to activities directly related to a project and to be implemented by the same C/Ps, 
their inclusion in the scope of the project at the planning stage might be effective. It helps enhance a 
sense of ownership and responsibility of the C/Ps, and ensure the sustainability of the project. 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

シンズリ道路（総延長約160km）は、わが国の無償資金協力により1996年7月に第1工区の橋梁工

事が開始され、第1、第2、第3工区が完成し、2009年から残る第3工区の工事が着手されており、

全線開通へ向け建設が進められている。 
ネパール連邦民主共和国（以下、「ネパール」と記す）は急峻な地形を有し、降雨が集中する雨

期には斜面崩壊や土砂災害により主要道路が寸断され、首都カトマンズへの物流に支障をきたす

ことがあり、このような状況は、斜面崩壊や土砂災害に対する配慮が一定程度なされているシン

ズリ道路においても例外ではなく、想定以上の降雨量に達した場合には道路が通行不能となる等

の災害が発生することは避けられない。そのようななか、ネパールの道路局（Department of Road：
DOR）では災害発生時の情報伝達・道路復旧に係る体制や、災害・事故発生の記録を管理し、予

防措置を図るといった運営維持管理に係る体制が必ずしも十分には構築されておらず、シンズリ

道路の持続的な効果の発現の観点からは災害対策及び道路運営に係る能力の強化が必要である。 
かかる状況を受け、全線開通後のシンズリ道路における安全で円滑な道路交通を確保するため、

斜面対策の実施方法や道路復旧など災害対策を含むシンズリ道路の運営維持管理の改善を目的と

して、JICAは2012年1月から2016年1月までの約4年間の予定で技術協力「シンズリ道路維持管理能

力強化プロジェクト」を実施中である。現在、短期専門家（総括/道路維持管理、道路防災計画1、
道路行政、維持持管理業務自立支援/道路防災計画2、組織・経済分析、交通安全/機材計画、資金

計画、道路防災、斜面防災/環境社会配慮、情報・通信管理、業務調整/道路維持管理補助）が活動

中である。 
本中間レビュー調査では、カウンターパート（Counter Part：C/P）と合同で本プロジェクトの目

標達成度や成果等を分析するとともに、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性につい

て確認し、合同評価報告書に取りまとめ、合意することを目的とする。 
 
１－２ 調査団の構成 

（1）日本側団員 
担当分野 氏 名 所 属 

団長/総括 恒岡 伸幸 JICA 国際協力専門員 

協力企画 津守 佑亮 
JICA 経済基盤開発部  運輸交通・情報通信第三課  兼計画・

調整課 主任調査役 
評価分析 島田 俊子 アイ・シー・ネット㈱ コンサルタント 

 
（2）ネパール側団員 

氏 名 所 属 
Mr. Rupak Rajbhandari Senior Divisional Engineer, Foreign Co-operation Branch, DOR, 

Ministry of Physical Infrastructure and Transport 
Mr. Sagar Gnawali Director-Engineering and Operations, RBN 
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１－３ 調査日程 

現地調査は2014年1月19日から1月31日までの期間で実施された。 
調査日程の概要は、以下のとおりである。 
・2014年1月19日～31日（島田） 
・2014年1月24日～31日（恒岡、津守） 

 
日 程 内 容 

1月19日 カトマンズ着（島田） 
20～23日 キックオフ会議、関係機関インタビュー、報告書準備 

24日 カトマンズ着（恒岡、津守）、団内打合せ 
25～26日 シンズリ道路視察 
27～28日 道路局長・治水砂防局長表敬、PDM改定案・中間評価報告書案協議 

29日 Project Coordinating Committee（PCC）開催、ミニッツ署名 
30日 タンコット峠視察、在ネパール日本大使館・JICAネパール事務所報告 
31日 カトマンズ発（全団員） 

 
１－４ 調査内容 

（1）国内準備 
1）関連資料・情報の収集・検討 
2）評価グリッド案の作成 
3）評価質問票の作成 

（2）現地作業期間 
1）評価フレームワークの確認 

①中間レビューの実施方法、評価グリッドのC/P機関との確認 
②ネパール側評価調査メンバーの確認 

2）プロジェクト基本情報、投入実績、成果の達成状況の確認 
専門家やプロジェクトカウンターパート等の関連機関に対する質問票の送付、インタビ

ュー等により、以下の内容を確認する。 
①投入実績・成果品算出実績等の確認 
②プロジェクトマネジメントや技術移転の方法等の実施プロセスの確認 
③ネパールの上位計画、日本の二国間協力における位置づけの再確認 
④現段階における成果の達成状況の確認 

3）JICA事業評価ガイドラインに基づき、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、

持続性）の観点から評価分析を実施 
4）合同評価レポートの作成とC/P機関との合意 

①収集した情報をベースに合同評価レポートを作成する。 
②PCCで評価結果について合意し、M/Mに署名する。 

（3）現地調査後の国内作業 
1）中間レビュー調査結果要約表の作成 
2）中間レビュー報告書の作成 



 

－3－ 

第２章 評価の手法 
 
２－１ 調査方法 

本調査は、「新JICA事業評価ガイドライン第1版」に沿って、日本・ネパール国側双方から選出

された合同中間レビュー調査団により、以下の調査方法に基づき実施された。 
 
（1）プロジェクト・デザイン・マトリックスの検証 

「シンズリ道路維持管理運営強化プロジェクト」の中間レビュー調査を行うにあたり、2011
年8月22日の討議議事録（Record of Discussions：R/D）と一緒に合意されたプロジェクト・デ

ザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）Ver.0から、プロジェクト開始後の2012
年9月に修正されたPDM Ver.1までの内容や修正理由、目標値の設定根拠などについて、プロ

ジェクトが提供した関係者間のメールなど関連資料により、以下のとおり確認した。 
 

PDM Ver.0（2011年8月22日R/D締結時に合意） PDM Ver.1（2012年9月に合意）での変更点と理由 

上位目標：シンズリ道路で安全で円滑な道路交通が確保される。 

指標1：シンズリ道路の事故発生率が、2018年ま

でにXX％以下になる。 

 

指標1：シンズリ道路の交通事故死亡者率（死亡者数/交通量）

が、2018年までに50％以下になる。 

 

変更理由：延長160kmに及ぶシンズリ道路で発生したすべて

の事故が警察等に記録されているわけではないので、交通

事故死亡者率に限定することにした。交通量が増えれば死

亡者率も増加する可能性があるため、交通量を考慮した上

記指標に変更した。 

指標2：シンズリ道路の道路交通量が、2018年ま

でにXX走行台・km/年以上に達する。 

指標2：シンズリ道路の維持管理・安全対策に関して、道路

利用者の満足度が平均で80点に達する。 

 

変更理由：本プロジェクトは道路の維持管理強化をめざして

おり、交通量の増加をめざしているわけではないので、左

記指標は削除した。代わりにプロジェクト目標の指標3を

修正し、①路面の平坦性、②通行止め、③待避所、④視距、

⑤安全対策、に関する道路利用者の満足度を指標2とする

（詳細は、「３－１－５上位目標の達成見込み」を参照）。

これらは、プロジェクトで実施する交通調査で調べること

にした。 

プロジェクト目標：シンズリ道路の維持管理と災害・事故発生時の道路管理が、道路局（DOR）と治水砂防局

（DWIDP）によって適切に実施される。 

指標1：シンズリ道路を利用する車両の通行時間

が、平均でXX時間XX分以内になる。 

指標2：シンズリ道路での災害による通行止めが、

XX日数/年以下になる。 

指標3：シンズリ道路の維持管理状況に関して、

道路利用者の満足度が平均でXX％に達する。

指標4：シンズリ道路における道路表面損傷度

（Surface Distress Index： SDI）がXX以下に維

指標1：災害や事故による通行不能日数が、平均で50％以下

になる。 

指標2：シンズリ道路の表面損傷度（Surface Distress Index：

SDI）が年間2.0ポイント以下に維持される。 

指標3：パイロット事業とネパール側が取り組んだ対策の数

（開始時0カ所、終了時23カ所） 

 

変更理由：指標1は、本プロジェクトが通行時間の短縮を直
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持される。 

 

接めざしていないことから修正することになり、指標2も

含めて、災害・事故発生時の道路管理が適切に実施されて

いるかを測るため、通行不能日数に修正された（上記指標

1）。指標3は、既述したとおり、プロジェクト目標から削

除して上位目標の指標2に採用した。指標4は、表面損傷度

の値が0から1.7であれば「良い」、1.8から3.0であれば「普

通」、3.1から5.0であれば「悪い」とDORで規定されている

ことを踏まえて、カウンターパート（C/P）と専門家で話

し合い2.0を目標値に設定した（上記指標2）。このほか、

新たに指標3が設定された。これは成果3に直接関連する指

標だが、技術移転は本プロジェクトの柱であり、各成果の

総体であるプロジェクト目標の指標に設定するのが望ま

しいと関係者間で合意・設定された。 

成果1：シンズリ道路の運営・維持管理体制が構

築される。 

成果1：シンズリ道路の運営・維持管理体制が強化される。

 変更理由：プロジェクト開始時点でシンズリ道路の運営・維

持管理体制はあるので、構築される（established）から強

化される（developed）に修正された。 

指標1-1：シンズリ道路で修繕に必要な箇所のう

ち、修繕された箇所がXXカ所からYYカ所に増

加する。 

指標1-2：シンズリ道路で修繕が必要な箇所の処理

時間が、修繕内容に応じて、平均でXX日/月か

らYY日/月に短縮される（大規模修繕と大規模

な災害復旧を除く）。 

 

指標1-1：シンズリ道路全線の道路台帳が更新される。 

指標1-2：シンズリ道路の補修履歴や災害履歴のデータベー

ス更新に関するガイドラインが開発される。 

指標1-3：更新された道路台帳や補修履歴と災害履歴のデー

タベースに基づき年間道路維持計画が策定される。 

 

変更理由：左記指標1-1は、道路状態で増減する指標のため

採用しないことにした。左記指標1-2の修繕時間は、①ポ

ットホールなどの舗装修復や小さな斜面修復はある程度

数量が確保されてから、DORより民間業者に発注される、

②受注業者は工事が遅れても罰則が科されるわけではな

いため、塗装被害が大きくなるまで放置している、などの

問題があり、民間発注から直営方式に一部変更するなどの

抜本的な対策をとらない限り、指標として短縮をめざすの

は難しい。そのため修正することになった。 

 指標案として年間道路維持計画の予算消化からみた達成

度が検討された。しかし、予算が100％承認されるわけで

はないうえ、災害など不足の事態の発生や住民との補償金

問題によるトラブル発生などの外部要因もあり、予算消化

は指標として適切でないという結論に至った。また、代表

的な作業項目からみた達成度も候補として検討されたが、

160kmに及ぶ道路延長で舗装作業や斜面崩壊への処置な

どの維持管理作業は、あらかじめすべてが決まっているわ

けではないため、進捗管理・検査は容易ではなく指標に適

さないという理由で採用されなかった。 

 関係者間の話し合いの結果、成果1の活動を実施して期待

されるアウトプットを、上記3つの指標として採用するこ

とになった。 
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成果2：シンズリ道路の災害、交通事故などに関する道路管理体制が構築される。 

指標2-1：交通事故の処理時間が、各規模に応じて

XX分/時間からYY分/時間に短縮される。 

指標2-2：災害、気象、事故などに関する道路交通

情報が、発生からXX分以内に道路利用者へ提

供される。 

指標2-1：緊急対応システムの構築。 

指標2-2：すべてのシンズリ道路利用者が、災害や気象、交

通事故に関する道路・交通情報にアクセスする。 

指標2-3：安全パトロールが毎週1回実施される。 

指標2-4：交通事故に関するデータベース更新のためのガイ

ドラインが作成される。 

指標2-5：安全運転のための安全キャンペーンやワークショ

ップが年2回、道路利用者を対象に実施される。 

 

変更理由：左記指標2-1の交通事故処理時間は、交通警察の

業務でありDORの業務ではないため削除した。左記指標

2-2は、災害や事故の規模などによっても異なるうえ、目

標値の設定も難しいため削除した。 

 関係者間の話し合いの結果、成果2の活動を実施して期待

されるアウトプットを、上記5つの指標として採用するこ

とになった。 

成果3：災害対策工に関するDORとDWIDPの知識と技術が向上する。 

指標3-1：対策工の研修コースに関する試験結果

が、平均でXX点以上に達する。 

指標3-2：ネパール側で実施される災害対策工の数

が、XX件以上に達する。 

 

指標3-1：DORとDWIDPの10名/エンジニアが、パイロットプ

ロジェクトの実地訓練と日本での研修に取り組む。 

指標3-2：DORとDWIDPの間で適切な共同事業が確立する。

指標3-3：災害のハザードマップと復旧工事に関するマニュ

アルが作られる。 

 

変更理由：C/Pの能力やプロジェクト現場の特色、専門家の

能力によって技術移転の達成度に差が生じるため、左記指

標3-1を測るのは適切ではないという理由で上記3-1に修正

した。 

 パイロット事業で取り組む対策とネパール側の予算で早

急に取り組むべき対策箇所を特定し、左記指標3-2を吸収

する形で、プロジェクト目標の指標3として設定した。 

 災害対策工の知識や能力が向上したことを示唆する指標

として、上記指標3-3が新たに設定された。 
出所：詳細計画策定調査報告書（2010年9月）、プロジェクト提供のPDM指標変更に関するチーフアドバイザーと

JICA本部案件担当職員とのメールの交信。 

 
PDM Ver.1の内容は、プロジェクト関係者間で協議を重ねたこともあり、プロジェクトをと

りまく現状や協力範囲を反映した内容に修正されていたことを確認した。しかし、ベースと

なる基準値や基準年が不明な指標や活動に含まれていない指標、協力内容とやや乖離がある

指標などが一部に見受けられた。本中間レビューの現地調査前に指標の修正をプロジェクト

関係者間で議論・合意することは時間的に不可能であるため、評価には現行のPDM Ver. 1を採

用することにした。現地調査中に、日本人専門家とC/P、合同中間レビュー調査団らとの協議

を踏まえて、PDMの改訂を行った。修正点や修正に際しての議論は後述する（「第6章 PDMの

改訂」を参照）。 
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（2）評価デザインの作成 
上記PDMの検証とともに評価デザインの検討を行い、評価グリッドを作成した（付属資料1

を参照）。 
 
（3）関連資料のレビュー 

本プロジェクトに関する詳細計画策定調査報告書やR/D、プロジェクトのインセプションレ

ポート、業務計画書、プロジェクト事業進捗報告書、プロジェクトの支援で作成した①年間

道路維持管理計画（Annual Road Management Plan：ARMP）、②シンズリ道路維持管理計画、

③道路安全管理計画、④道路安全パトロールマニュアル、⑤緊急通信システムに関するコン

セプトペーパー、⑥ニュースレター、⑦プロジェクトの紹介小冊子、をレビューした。この

ほかネパール道路安全行動計画（2013～2020年）など関連政策をレビューして、プロジェク

トの実績や実施プロセス、プロジェクトをとりまく外部環境を確認した。 
 
（4）プロジェクト関係者への質問票配布 

現地調査前に、技術移転の進捗状況や成果達成状況、プロジェクト目標の達成見込み状況、

上位目標の達成見込み状況、投入の質・量とタイミング、実施プロセスなどに関する質問票

を作成し、日本人専門家とネパール側主要C/Pに配布した。本プロジェクトのC/Pは、公共事

業計画省の道路局（DOR）と灌漑省の治水砂防局（Department of Water Induced Disaster 
Prevention：DWIDP）、ネパール道路基金（Roads Board Nepal：RBN）の3つの機関の職員であ

る。現地調査開始時に、日本人専門家7名、主要C/P11名（DOR7名、DWIDP2名、RBN2名）か

ら質問票を回収して分析した。これとは別に日本人専門家に対しては、主要なC/Pの技術移転

の状況を把握するため、分野別能力向上評価表の記入を依頼し、C/P7名分の回答を得て評価

作業の参考にした。 
 
（5）プロジェクト関係者らに対する評価手法の説明 

現地調査開始直後に、中間レビュー調査の目的と評価手法について、主要C/Pと合同中間レ

ビュー調査団メンバーに対して、プレゼンテーション形式で約30分間説明した。 
 
（6）プロジェクト関係者に対するインタビュー 

活動実績の確認と質問票の回答を基に、技術移転の効果や実施プロセス、プロジェクトに

よって引き起こされた変化などに関する補足情報を収集するため、プロジェクト関係者に対

する個別インタビューあるいはグループインタビューを行った。対象は、3機関の主要C/P8名
と調査時にネパールに滞在していた専門家4名（うち1名はネパール人）である。所要時間は1
時間から1時間半程度だった。 

 
（7）シンズリ道路全線の視察 

シンズリ道路の第4工区（ドゥリケル－ネパールトック）、現在建設中の第3工区（ネパール

トック－クルコット）、第2工区（クルコット－シンズリバザール）、第1工区（シンズリバザ

ール－バルディバス）を1日かけて視察した。はじめの第4工区では、パイロット事業で行っ

た河川浸食対策箇所や、ネパール側の予算で実施する優先事業が計画されている箇所などの
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視察を行った。第3工区では、建設を担当する日本側関係者と面会し、工事の進捗状況につい

て説明を受けた。シンズリ道路の全線開通後に維持管理を行う道路管理事務所として、プロ

ジェクトが新たに提案し、DORが現在建設を進めているラムタール新道路管理事務所も視察

した。第2工区では、日本の無償資金協力で現在実施中の斜面対策の日本側関係者から、現場

で説明を受けた。同行したDORのC/Pからは、同対策工事近くの道路沿いでも浸食が2013年に

進み、新たな対策工の必要性について説明がなされた。第1工区では、DWIDPが担当するパイ

ロット事業地も視察した。 
 
２－２ 主な調査項目 

調査項目は、プロジェクトの実績の確認、実施プロセスの把握、評価5項目の観点による評価に

分けられる。詳細は、付属資料1「評価グリッド」を参照のこと。 
 
（1）プロジェクトの実績の確認 

作成した評価グリッドを基に、プロジェクトの投入実績、成果の達成度、プロジェクト目

標の達成見込み、上位目標の達成見込みについて確認した。 
 
（2）実施プロセスの把握 

プロジェクトの実施プロセスを把握した。主な調査項目は、プロジェクト運営と活動の進

捗状況、モニタリングの実施状況、関係者間のコミュニケーション、技術や技能の移転手法、

実施機関の主体性についてである。 
 
（3）評価5項目に基づく評価 

評価5項目、すなわち妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性の観点からプロジェク

トを、評価グリッドに沿って評価した。各評価項目の視点を以下に示す。中間レビュー調査

のため、妥当性と効率性については、これまでの実績と現状に基づいて評価する。有効性と

インパクト、持続性については、これまでの実績と活動状況から分析し、中間レビュー時点

の予測や見込みを検証する。 
 

妥当性 プロジェクト目標や上位目標、プロジェクトの対象グループのニーズ、相手国側の政策や

日本の援助政策との整合性があるかなど、プロジェクトの正当性、必要性を検証する。 

有効性 

（予測） 

プロジェクトの実施による対象グループへの便益を確認し、プロジェクトが有効であるか

否かを検証する。 

効率性 プロジェクト資源の有効活用という視点から、効率的であったか否かを検証する。 

インパクト 

（予測） 

プロジェクトの実施がもたらす、より長期的な効果や波及効果を検証する。 

持続性 

（見込み） 

プロジェクト終了後、プロジェクトにより発現した効果が持続するか否かを検証する。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 
３－１ 実績の確認 

プロジェクト開始から2014年1月の中間レビュー調査時までの期間で、日本・ネパール国側双方

の投入実績や各成果の達成状況、プロジェクト目標の達成見込みについて検証した。プロジェク

ト終了3年後に達成が見込まれる上位目標の中間レビュー調査時点での達成見込みについても確

認した。実績確認の結果を以下に述べる。 
 

３－１－１ 日本側の投入実績 
（1）専門家の派遣 

これまで専門家は11分野12名が派遣された。11分野は、①チーフアドバイザー/道路維持

管理、②道路防災計画1、③道路行政、④維持管理業務自立支援/道路防災計画2、⑤組織・

経済分析、⑥交通安全/機材計画、⑦道路防災、⑧斜面防災/環境社会配慮、⑨情報・通信管

理1、⑩業務調整、⑪業務調整/道路維持管理補助。専門家の人/月数は、2014年1月末時点で

57.56人/月に達した2。詳細は、付属資料2「合同中間レビュー報告書」ANNEX 5を参照。 
 

（2）研修員の受入れ 
2013年7月29日から8月9日まで日本でC/P研修が行われ、DOR5名、DWIDP2名、RBN1名、

ヘトウダ地域道路管理事務所1名の計9名が参加した。C/Pは同研修で、日本の道路維持管理

体制や道路行政のリスク管理、道路管理のリスク対応、道の駅の役割、河川管理や砂防管

理の役割などを学んだ。研修員の氏名や所属は、付属資料2「合同中間レビュー報告書」

ANNEX 8を参照。 
 

（3）機材の供与 
日本側が供与した機材は、車両、緊急情報システムに使用する自記雨量計、コンピュー

タ、デジタルカメラ、携帯用GPS、その他オフィスやプロジェクト活動に必要な備品で、約

1,550万円が投入されている。中間レビュー調査時点で、ほとんどの機材が常に使用されて

いて状態もよい。詳細は、付属資料2「合同中間レビュー報告書」ANNEX 7を参照。 
 

（4）プロジェクト活動費 
プロジェクトの2年次までに、各種調査や現地雇用スタッフの給与、ワークショップ開催

費、本邦研修などプロジェクトの活動費として3,480万円が投入されている。これとは別に、

パイロット事業費はJICAネパール事務所から9,754万ルピーが投入されている3。詳細は、付

                                                        
1 これまで2名の専門家が派遣されている。 
2 道路行政専門家や業務調整専門家の人件費の一部を、プロジェクトを請け負っているコンサルタント会社が自社負担しており、

自己負担で1年次14.9人/月、2年次中間レビュー調査時までで11.14人/月配置している。これらは自社負担のため、プロジェク

ト投入実績の人/月数には含めていない。 
3 1億円の工事や2,000万円程度以上の機材の調達といった技術協力の活動で大型の発注を行う場合、コンサルタントの契約に含

めず、JICAが発注者として直接契約し、専門家であるコンサルタントはそれに対する発注仕様書の作成や施工監理を担当す

るという形をとる。本プロジェクトでは、パイロット事業の発注者はJICAネパール事務所で、施工監理をDORとDWIDPが実

施、工事を現地民間業者が担当している。専門家は図書作成や入札補助、施工監理の助言を行っている。 
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属資料2「合同中間レビュー報告書」ANNEX 6を参照。 
 

３－１－２ ネパール側の投入実績 
（1）カウンターパート（C/P）の配置 

プロジェクトの主要なC/Pは12名（DOR9名、DWIDP2名、RBN1名）だが、これまでに異

動などを理由にプロジェクトを離れたC/Pも含めると19名が配置されている。詳細は、付属

資料2「合同中間レビュー報告書」ANNEX 3を参照。 
 

（2）プロジェクト運営費 
プロジェクト開始以降の2012/13年度と2013/14年度、DOR（一般会計）とRBN（道路特定

財源）からなされたシンズリ道路維持管理のための予算措置は、2億9,100万ルピーである4。

そのうち、本プロジェクトではネパール側の予算で実施する優先事業に1,990万ルピーが配

分された。残りの優先事業には1,800万ルピーの予算が計上されている。DWIDPは、2012/13
年度本プロジェクトのJICAの予算で実施するパイロットの1事業で、農地保護のために500
万ルピーを充当している。2013/14年度は、優先事業の予算のために8,550万ルピーがDWIDP
で計上されている。詳細は、付属資料2「合同中間レビュー報告書」ANNEX 4を参照。 

 
（3）施設提供 

DORは、プロジェクトで設置されたシンズリ道路維持管理室（Sindhuli Road Maintenance 
Unit：SRMU）のために執務室と会議室を提供している。DWIDPも、プロジェクトで設置さ

れたシンズリ道路防災対策室（Sindhuli Road Disaster Prevention Unit：SRDPU）のための執

務室を同局内に提供している。 
 

３－１－３ 成果（アウトプット）の達成状況 
PDM Ver.1に照らし合わせた、3つの成果（アウトプット）の達成状況は以下のとおりである。 
成果1：シンズリ道路の運営・維持管理体制が強化される。 

1-1. シンズリ道路全線の道路台帳が更新される。 
1-2. シンズリ道路の補修履歴や災害履歴のデータベース更新に関するガイドラインが

開発される。 

指標 

1-3. 更新された道路台帳や補修履歴と災害履歴のデータベースに基づき年間道路維持

管理計画（ARMP）が策定される。 

 
指標1-1のシンズリ道路全線の道路台帳のフォーマットは、過去の道路建設工事で作成された

竣工図面を基に2013年9月までに作成された。現在、プロジェクト雇用のスタッフが、シンズリ

道路建設プロジェクトやDORにあった全区間の修復工事などの記録・データをインプット中で、

2015年12月末までに全作業を終える。本プロジェクト終了後、作成された道路台帳は新設され

るラムタール道路管理事務所に引き継がれる。 

                                                        
4 ネパールの会計年度は7月から開始される。シンズリ道路の維持管理予算は、ARMPに基づき①日常的維持管理費、②周期的

維持管理費、③定期的維持管理費、④緊急的維持管理費、⑤特定維持管理費、の項目でRBNの道路特定財源から予算措置がな

され、残りはDORの国家予算から配分される。2012/13年度、2013/14年度の実績の詳細は、成果1の指標1-3を参照。 
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指標1-2については、プロジェクト開始以降、専門家の主導でこれまでの補修履歴や災害履歴

をデータベースに更新し、写真記録票や災害履歴一覧表、ハザードマップ、対策計画記録様式

を作成して、データの蓄積を行っている。指標1-2に記載のシンズリ道路の補修履歴や災害履歴

のデータベース更新に関するガイドラインについて、DORには2009年に出版された既存のガイ

ドライン「道路の地形工学的問題：その解決への実践方法」があり、その内容の確認、シンズ

リ道路への適用に際しての課題を整理中である。また、DOR職員が使いこなせるだけの研修や

実地訓練を受けていないことも課題であり、本プロジェクトでは成果3の活動である、パイロッ

ト事業の選定やリスクアセスメントの際に同ガイドラインを活用しつつ実施訓練を行った。 
指標1-3のARMPの策定については、2012/13年度のARMPはDORが作成し、専門家の助言を基

に定期的な維持管理費の予算を増やして申請した。更新された道路台帳や補修履歴と災害履歴

のデータベースは、特にARMPの周期的な維持管理のなかで考慮され予算要求が行われた。

2013/14年度のARMPは、SRMUが作成した維持管理の改善計画や専門家の提案で作成した予算計

画などに従い、詳細な技術的根拠に基づき積算・計画された。表３－１のとおり、予算総額は

2011/12年度から2012/13年度で、政府の財政緊縮方針の影響で減額したが、2013/14年度は増額に

転じた。 
 

表３－１ シンズリ道路の維持管理予算 

（単位：ルピー） 

財源 維持管理項目 2011/12 
年度 

2012/13年の
予算要求 

2012/13 
年度 

2013/14年の
予算要求 

2013/14 
年度 

日常的維持管理 6,604,823 8,178,029 8,178,029 7,719,110 7,719,110
周期的維持管理 4,115,000 7,730,000 7,730,000 11,947,000 8,367,000
定期的維持管理 22,500,000 30,000,000 0* 12,500,000 10,500,000
緊急的維持管理 100,000 2,000,000 500,000 2,000,000 

RBN 

特定維持管理 1,800,000 35,200,000 4,500,000 52,561,950 9,810,000
改善・修繕 53,500,000 60,000,000 43,700,000 70,750,000 
橋梁維持管理 0 300,000 0 456,260 

一般会計
（DORの
予算） 

その他の事業（バイ
オエンジニアリン
グ、斜面対策工、交
通安全など） 

200,000 1,000,000 0 54,100,000 190,000,000

 合計 88,819,823 144,408,029 64,608,029 212,034,320 226,396,119
注：*定期的維持管理の予算は表面損傷度と道路塗装年、交通量の基準によって配分が決まる。2012/13年度は、こ

れらの基準に見合わず予算措置がなかったため、特定維持管理費から支出して定期的な維持管理事業を行っ

たという。 
出所：バネパ－シンズリ－バルディバス道路プロジェクト年間維持管理計画2012/2013年版、同計画2013/2014年版、

DORから入手したデータ。 
 

【成果1のまとめ】 
成果1のシンズリ道路の運営・維持管理体制強化に関する活動は、順調に実施されている。指

標1-1と1-2はプロジェクト終了時までに達成される見込みである。しかし指標1-2は、既存のガ

イドラインをある程度活用することができる見込みであることから、現時点では本プロジェク

トの成果としての重要性は高くないと考えられ、指標を見直すことが望ましい。指標1-3のARMP
は、プロジェクト後半もより詳細な分析に基づいて、積算・策定されることが予想される。 

シンズリ道路は完成後、全国に25カ所ある地方道路管理事務所のうち、ジャナカプールとバ

クタプールの2カ所が管轄する予定だった。しかしプロジェクト開始後にこの2つの事務所を調



 

－11－ 

査した結果、同事務所の施設や機材、要員など著しく低いレベルにあることが判明した。その

ためプロジェクトでは、シンズリ道路の中間地点にあるラムタールに新たな道路管理事務所を

設置し、同事務所が延長160kmのうち第4工区からの104kmを管轄し、残りの56kmを既存のバル

ディバス事務所が管轄することをDORに提案した。DORはこの提案を受け入れて、ラムタール

新道路管理事務所の建設を進めている。成果1のシンズリ道路の運営・維持管理体制強化という

観点から、ラムタール道路管理事務所の設置という新たな組織体制と機材整備は、同成果の達

成に必要な活動で、また達成を測る指標になり得ると考えられる。 
このほか成果1に関連して、本プロジェクトの日本人専門家の助言を受けて、DORが特定維持

事業や緊急対応を含む緊急的維持事業を実施している5。 
 

成果2：シンズリ道路の災害、交通事故などに関する道路管理体制が構築される。 
2-1. 緊急情報システムの構築。 
2-2. すべてのシンズリ道路利用者が、災害や気象、交通事故に関する道路・交通情報にア

クセスする。 
2-3. 安全パトロールが毎週1回実施される。 
2-4. 交通事故に関するデータベース更新のためのガイドラインが作成される。 

指標 

2-5. 安全運転のための安全キャンペーンやワークショップが年2回、道路利用者を対象に実

施される。 

 
指標2-1「緊急情報システムの構築」は、2012年8月に自記雨量計など緊急情報システムの構築

に必要機材が調達され、9月のプロジェクト調整委員会（Project Coordinating Committee：PCC）
で日本人専門家から緊急情報システムの導入計画の説明がなされ、出席者の間で議論された。

同システムは、プロジェクトで設置した自動雨量計測計とシンズリ道路沿線2km以内に近接する

気象庁の観測所の雨量データを基に、道路情報を発信する計画である。また地滑りや交通事故

などの緊急事態が発生した場合に、システム管理者に関連する地方自治体や警察と連携して、

道路の封鎖など必要な措置をドライバーに対し情報掲示版やWEBサイト、携帯電話のメッセー

ジなどを通じて発信することも計画されている。2013年10月に同システム構築のため現地再委

託契約を締結した。中間レビュー調査時点では、受託業者が詳細設計図を作成している最中だ

った。2014年5月に稼働する予定だという。 
指標2-2「すべてのシンズリ道路利用者が、災害や気象、交通事故に関する道路・交通情報に

アクセスする」は、指標2-1の緊急情報システム稼働後、ドライバーにアンケート調査を実施し、

情報アクセス状況を把握する予定である。 
指標2-3「安全パトロールの毎週1回実施」は、プロジェクト開始前から完成区間については、

DORが雇用し3kmごとに配置される維持管理作業員と12kmごとに配置される監督者とが日々の

点検を行い、異常があるときは監督者から地方道路事務所の技術者（サブエンジニア）に報告

される体制がとられている。これとは別に本プロジェクトのC/Pであるプロジェクトマネジャー

と副マネジャーが、シンズリ道路建設プロジェクトのマネジャー、副マネジャーもそれぞれ兼

務していることから、毎月1回第3工区の工事現場の安全パトロールと同時に完成区間のパトロ

                                                        
5 プロジェクトによると、2013年にDORが優先事業として4事業（N2、N6、N11、N13）実施したという（16ページの「表３－

５優先事業の進捗状況」を参照）。 
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ールを行っている。2012年9月、SRMUと専門家で「道路安全パトロールマニュアル」を作成し、

2013年9月以降は、SRMUとSRDPUのメンバー、専門家も参加した安全パトロールを毎月実施し

ている。 
指標2-4「交通事故に関するデータベース更新のためのガイドライン作成」は、警察署がもっ

ているフォーマットを活用して交通事故に関するデータを収集後、データベースの開発、更新

を行っている。このデータベースを基に、道路安全管理計画を2012年に策定した。 
指標2-5 「道路利用者を対象にした安全運転のための安全キャンペーンやワークショップの年

2回実施」は、2012年に第4工区にある高校で道路安全啓発キャンペーンを実施した。2013年2月
にも第1工区のガウリバスや第2工区のシンズリバザール、第3工区のラムタールバザールで3日
間の啓発キャンペーンを行い、さまざまな学校の生徒や教師、交通警察や地元住民、ジャーナ

リスト、バスの所有者らが参加して道路安全対策を学んだ。 
 

【成果2のまとめ】 
成果2の活動は順調に実施されている。指標2-1は達成される見込みだが、より重要なのは緊急

通信システム導入後の運営・管理である。 
本プロジェクトでは、道路安全管理計画や道路安全パトロールマニュアルを2012年9月に作成

しており、同計画に基づいて交差点改良や安全標識の追加設置、急カーブでの視距の改善や拡

幅工事など安全施設の改良に取り組んでいる6。こうした点は、成果2の達成に寄与するものと考

えられる。 
 

成果3：災害対策工に関するDORとDWIDPの知識と技術が向上する。 
3-1. DORとDWIDPの10名/エンジニアが、パイロットプロジェクトの実地訓練と日本での研

修に取り組む。 
3-2. DORとDWIDPの間で持続可能な共同事業が確立する。 

指標 

3-3. 災害のハザードマップと復旧工事に関するマニュアルが作られる。 

 
指標3-1について、DORとDWIDPのC/Pは、SRMUとSRDPUのメンバーとしてCADやGISのソフ

トを使った計画や設計に関する実地訓練を受けている。本邦研修は2013年7月から8月にかけて

実施して9名（DOR5名、DWIDP2名、RBN1名、ヘトウダ地域道路事務所1名）が参加し、道路防

災・斜面防災の管理システムや道路交通管制システム、道の駅など日本の道路防災技術や道路

維持管理技術を学んだ。日本人専門家によると、本邦研修後の2013年9月には、研修参加者が3
グループに分かれて研修中に策定したアクションプランをPCCで発表しており、C/Pの知識や技

術は向上していることが確認できたという。このほか、C/Pの能力向上を示唆する事例は、DWIDP
のC/Pが道路緊急情報システム雨量指標について2013年9月の国際会議で発表した例や、C/Pのう

ち3名がパイロット事業について2013年12月のワークショップで発表したことが挙げられると

いう。 
指標3-2に関連して、災害対策工に関するDORとDWIDPの協力の枠組みや役割分担の方針は、

プロジェクト関係者間のたび重なる議論を経て、2012年3月に開催された第1回PCC会議で最終的

                                                        
6 プロジェクトによると、安全標識の追加設置はJICAの予算で行ったが、それ以外はすべてDORの予算で取り組んでいるとい

う。 
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に確認された。基本的に、道路用地幅25m以内の災害危険区域はDORが災害対策工を実施し、25m
を超えた危険区域や河川浸食箇所については、DWIDPが災害対策工を実施することを双方が確

認した。これらの合意された枠組みや方針に基づいて、DORとDWIDPはパイロット事業での役

割分担も2013年5月の会議議事録で確認・合意し、同事業に連携・協力しながら取り組んでいる。 
指標3-3「災害のハザードマップと復旧に関するマニュアルの作成」について、災害ハザード

マップは2012年1月から3月にかけて作成し、必要に応じて更新している。復旧マニュアルにつ

いては、DORのガイドラインがある程度活用できることが見込まれ、シンズリ道路への適用に

際しての留意点の整理がなされている。 
成果3の活動を通じて、6つのパイロット事業と17の優先事業を計画、実施している（「３－１

－４プロジェクト目標の達成見込み」を参照）。 
 

【成果3のまとめ】 
成果3の活動はほぼ計画どおり実施されている。活動の進捗状況に伴い、C/Pのなかにはプロ

ジェクトでの学びや今後の活動について発表する者もいて、能力の向上がみられる。したがっ

て、指標3-1はプロジェクト後半、C/Pが活動により一層主体的かつ積極的に取り組むことができ

れば達成できるだろう。DORとDWIDPが成果3の活動に共同で取り組むにつれて、指標3-2が示

す両機関の連携・協調が一層強まっていくことが期待できる。 
 

３－１－４ プロジェクト目標の達成見込み 
 

プロジェクト目標：シンズリ道路の維持管理と災害・事故発生時の道路管理が、道路局（DOR）

と治水砂防局（DWIDP）によって適切に実施される。 
1. 災害や事故による通行不能日数が、平均で50％以下になる。 
2. シンズリ道路の表面損傷度（Surface Distress Index：SDI）が年間2.0ポイント

以下に維持される。 

指標 

3. パイロット事業とネパール側が取り組んだ対策の数（開始時0カ所、終了時23
カ所）。 

指標1は、全線開通前の段階においては達成の見込みを判断することは難しい。また、シンズ

リ道路の道路封鎖に関する理由は大別すると、バンダ7などのストライキと交通事故、土砂災害

によるものなどの3つが考えられる。バンダなどのストライキは外部要因で、DORが対応できる

ものではない。交通事故による通行止めは、警察やDOR、その他機関を含め、記録されていな

いのが現状だという。土砂災害による通行止めのデータは、DORやシンズリ道路建設プロジェ

クトに一部記録が残っていた。プロジェクトが収集したデータによると、プロジェクト開始前

過去3年間（2009～2011年）の土砂災害による通行止め日数は、年度ごとの気候条件や場所によ

り災害発生状況が異なるものの、平均で3.8日間だという。表３－２に示すとおり、DORやプロ

ジェクトの支援により緊急維持管理事業や復旧事業を行ったこともあり、災害による通行止め

の平均日数は2012年には1.6日、2013年では0と大幅に削減できている。 
 

                                                        
7 ネパール語でゼネラルストライキのこと。主催する団体の影響力の大小により規模が変わるが、大規模なものは交通機関がほ

とんど運行を停止して一部道路も封鎖し、商店が閉店する場合もある。 
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表３－２ 土砂災害などによる通行止め期間 

（単位：時間・日） 

区間 災害発生区間 2009 
年 

2010 
年 

2011
年 

2012
年 

2013
年 

備 考 

1 Sta.* 27＋500 
Sta. 31＋870 
Sta. 32＋250 
Sta. 33＋700 

9 13 0 0 0 これらの場所は、緊急維持管理事業

によって復旧の最中、あるいは今後

復旧される予定である。 
 

2 Sta. 21＋600 
Sta. 27＋280 
Sta. 9＋100 

72 4 55 3 0 これらの場所で起きた土砂災害は、

緊急対応で処置された。 
Sta. 27＋280は現在復旧工事が行わ

れている。Sta. 21＋600は今後復旧

工事が行われる予定である。 
4 Sta. 7＋800 

Sta. 1＋400 
Sta. 10＋100 

72 24 24 36 0 これらの場所は、パイロット事業か

優先事業で復旧工事が行われてい

る、あるいは今後行われる予定であ

る。 
合計 

（時間） 
 153 41 79 39 0  

合計 
（日数） 

 6.4 1.7 3.3 1.6 0  

2009～2011年 
（平均日数） 

3.8    

注：*Sta.とはStationの略。道路に設けられる測点のこと。 
出所：プロジェクトから入手したデータ。 

 
第1工区のパンセイコーズウェイとチョコーラコーズウェイでは、2009～2011年まで毎年災害

が起きて、3～4時間の通行止めが起きているという。日本人専門家によると、コーズウェイや

土砂によるある程度の道路閉鎖、特に雨期の短時間の道路封鎖はもともと許容してシンズリ道

路は設計されているという8。そのためプロジェクトでは、コーズウェイで起きているような災

害による道路封鎖は、指標1の「災害による道路封鎖」に含めてはいない。これに関連して専門

家から、指標1で「年間の道路閉鎖日数の減少」をめざすより「危険個所に対応して、道路閉鎖

状況の改善」をめざす指標に修正したがほうが妥当であるという意見が出された。詳細は、後

述する「第6章 PDMの改訂」を参照。 
指標2のSDIは、DORの計画部門、高速道路管理情報システム室が各道路について毎年調査し

ている。SDIの値は、特に定期的維持管理や復旧工事、補修工事の必要性を判断する際に使用さ

れている。シンズリ道路のSDIは表３－３に示すとおりで、2013年の実績としてはすべての工区

で「良い」と評価される基準値0から1.7内であり、指標2の達成にポジティブな兆候がみられる。 

                                                        
8 山岳道路で極端に多くない交通量の道路に、全線にわたって土砂災害を発生させない対策をとることは過剰な投資であり、妥

当な計画ではないとの判断が設計当時からあった。 
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表３－３ シンズリ道路の年次別の表面損傷度（SDI） 

区間名 
バルディ 
バス～ 
ラト川 

ラト川 
～ 
チュレ寺院

チュレ寺院

～ 
シンズリ 

シンズリ 
～ 
クルコット

クルコット

～ 
ネパール 
トック 

バルケ川 
～ドゥリ 
ケル 

距離（km） 13 2 22 36 37 50 

 

区間 1工区 2工区 3工区 4工区 

0.96 0.63 1.26 
2012年 SDI 

1.12 
1.04 ― 2.47 

1.08 1.00 1.05 
2013年 SDI 

1.06 
1.51 1.00 1.39 

注：SDIは、その値が0～1.7は「良い」、1.8～3.0は「普通」、3.1～5.0で「悪い」にランクされる。 
出所：DOR計画部門、高速道路管理情報システム室のウェブサイト。 

 
指標3については、成果1の活動として作成したハザードマップを基に、DORとDWIDPのC/P

が日本人専門家の助言を受けながら、災害対策工が必要な箇所について現地踏査を行い、災害

発生源別に点検表を作成・整理した。これらを基に、路線中の脆弱箇所のリスク（潜在年損失

額）の優先順位をつけるリスクアセスメントを行った。優先順位の高い対策工のうち難易度が

比較的高い6カ所を本プロジェクトの日本側負担で実施するパイロット事業に、難易度が比較的

低い17カ所をDORとDWIDPの負担で行う優先事業として選定・計画・設計した。 
パイロット事業6カ所は一括して1業者に9,754万ルピーで契約しており、2013年9月から工事が

開始された。中間レビュー調査時点で4カ所が実地中、残り2カ所は準備中である。DWIDPが担

当するパイロット事業の1カ所（J5）で、川の対岸の農地の保護対策工事が同機関の予算で完了

したのち、対岸の住民から潅漑施設建設の要望がなされ、2013年12月には一時工事が中断する

などの支障が出た。DWIDP、DORのC/Pがたびたび現場に出向いて住民との協議、説得を行い、

2014年1月には工事が無事再開された。 
 

表３－４ パイロット事業の進捗状況（2014年1月現在） 

 区 間 ハザードの種類 
リスクの

レベル 
責任機関 進捗状況 

J1 2 Sta. 27＋280 土砂/土砂崩壊 中程度 DOR 60％ 実施中 

J2 2 Sta. 9＋700 陥没/擁壁の変形 中程度 DOR 0％ 準備のみ

J3 4 Sta. 7＋800 落石 中程度 DOR 10％ 実施中 

J4 4 Sta. 19＋600 土石流 中程度 DWIDP 0％ 準備のみ

J5 4 Sta. 16＋900 河川浸食 中程度 DWIDP 25％ 実施中 

J6 1 Sta. 29＋300 地滑り 中程度 DWIDP 30％ 実施中 
出所：プロジェクトから入手したデータ。 

 
ネパール側が取り組む優先事業のうち、第2工区の1事業（N8）は、路面の亀裂が通常の維持

管理工事で対応可能であるとボーリング調査で判明したため、優先事業リストから外された。

その代りに、2013年7月に土砂災害が起きたため1事業が追加され（N18）、合計17件となった。

表３－５のとおり、DORが取り組む4つの優先事業は中間レビュー調査時点で既に完了している。
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残り14事業のうち10事業は建設事業者との契約が終わり、4事業は業者調達準備中あるいは計画

中である。DWIDPは全体で優先事業4件を担当しているが、2012/13年度と2013/14年度ともに、

十分な予算措置が財務省に認められず9、やや遅れが出ている。 
 

表３－５ 優先事業の進捗状況（2014年1月現在） 

 区間 ハザードの種類
リスクの

レベル
責任機関 進捗状況 

N1 2 Sta. 17＋400 土砂/土砂崩壊 高い DOR 30％ 進行中 
N2 2 Sta. 24＋020 陥没/擁壁の変形 高い DOR 100％ 2013年7月に完了

N3 2 Sta. 10＋020 土砂/土砂崩壊 中程度 DOR 0％ 契約済み 
N4 2 Sta. 21＋600 土砂/土砂崩壊 中程度 DOR 0％ 契約済み 

N5 2 
Sta. 29＋500 
to 30＋000 

土砂/土砂崩壊 中程度 DOR 0％ 契約済み 

N6 4 Sta. 7＋850 土砂/土砂崩壊 中程度 DOR 100％ 2013年7月に完了

N7 3 Sta. 14＋100 陥没/擁壁の変形 中程度 DOR 0％ 契約済み 

N8* 2 Sta. 34＋800 陥没/擁壁の変形 中程度 DOR - 
通常の維持管理で

対応 
N9 4 Sta. 5＋500 河川浸食 中程度 DWIDP  入札準備中 
N10 4 Sta. 12＋500 河川浸食 中程度 DWIDP  計画中 

N11 1 
Sta. 8＋300
（Kara 
Bridge） 

河川浸食 中程度 DOR 100％
第1工区の拡幅工

事時に DOR によ

って完了 
N12 1 Sta. 29＋900 地滑り 中程度 DWIDP  計画中 

N13 1 Sta. 30＋600 地滑り 中程度 DOR 100％
第1工区の拡幅工

事時に DOR によ

って完了 

N14 1 Sta. 31＋900 地滑り 中程度 DWIDP 20％

2013年2月、第1工
区の拡幅工事時に

DOR よって流域

にフトン籠設置済

み、残りはDWIDP
により計画中 

N15 2 Sta. 10＋100 陥没/擁壁の変形 わずか DOR 0％ 契約済み 
N16 2 Sta. 11＋700 陥没/擁壁の変形 わずか DOR 0％ 契約済み 
N17 4 Sta. 10＋100 土石流 わずか DOR 97％ 進行中 

N18 1 Sta. 31＋120 土石流 中程度 DOR 0％ 
第1工区の拡幅工

事時に契約済み 
注：*N8は、優先事業には含まれず、DORの通常の維持管理事業で対応することになった。 
出所：プロジェクトから入手したデータ。 

                                                        
9 DWIDPのC/Pによると、財務省はシンズリ道路がDWIDPの管轄ではなくDORの管轄だと認識しているという。そのため、

DWIDPのトップがDORの本プロジェクトのプロジェクトマネジャーと協力して、同道路の災害対策工にDWIDPが従事する必

要性を説明したが、予算折衝の時期に間に合わず最終的に承認されなかったという。 
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優先事業とは別に、第3工区の3つのコーズウェイ付近の住民から、土石流による農地と居住地

の保全の要望が出されている。一部住民が要求実現を強く求めてシンズリ道路工事を妨害した

ため、DORとDWIDPが住民に対して道路建設が原因で被災しているわけではないので妨害をや

めるよう共同で説得し、今後DWIDPが防災対策を検討する旨を説明した。DWIDPの積算では、

これら3つの砂防事業で4,500万ルピーかかる計算だという。中間レビュー時点で、これら3事業

にどう対応するかDWIDPとDORと協議している最中だった。 
 

表３－６ 第3工区で新たに要望があがっている災害対策工（2014年1月現在） 

 区間 ハザードの種類 
リスクの 
レベル 

責任機関 進捗状況 

N19 3 
Sta. 18＋
210-250 

土砂崩壊 中程度 DWIDP - - 

N20 3 
Sta. 20＋
920-980 

土砂崩壊 中程度 DWIDP - - 

N21 3 
Sta. 23＋
170-240 

土砂崩壊l 中程度 DWIDP - - 

出所：プロジェクトから入手したデータ。 

 
【プロジェクト目標のまとめ】 

指標1は全線開通前の段階において達成状況を判断することは難しい。指標2のSDIの数値は、

2013年ですべての工区で「良い」と評価される範囲に収まっており、達成に向けてポジティブ

な兆候が確認できている。指標3について、6つのパイロット事業と17の優先事業の大半は計画

どおりに進んでいる。 
しかし、中間レビュー調査時点で3つの懸念材料がみられた。1つ目は、シンズリ道路沿線住

民からの災害対策工や開発事業への高まる要望と、要望実現のため一部住民が引き起こすパイ

ロット事業や優先事業への妨害行為である。プロジェクトは、本件について引き続き関係者と

緊密な連携・調整をとりながら適切に対処していく必要がある。2点目は、DWIDPが担当する優

先事業に対して財務省からの予算措置が不十分なことである。プロジェクト後半、財務省への

働きかけを一層強めるなど効果的な措置をとらなければ、すべての優先事業がプロジェクト期

間中に完了できない事態が起きるかもしれない。3点目は、DORとDWIDPの組織内での再委託業

者の入札・契約手続きに時間がかかることである。シンズリ道路に限った問題ではないが、優

先事業の効果的・効率的実施の妨げになる恐れがある。 
 
３－１－５ 上位目標の達成見込み 

 
上位目標：シンズリ道路で安全で円滑な道路交通が確保される。 

1. シンズリ道路の交通事故死亡者率（死亡者数/交通量）が、2018年までに50％
以下になる。 

指標 

2. シンズリ道路の維持管理・安全対策に関して、道路利用者の満足度が平均で

80点に達する。 
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指標1は全線開通前の段階において達成状況を判断することは難しい。表３－７のとおり、過

去3年間（2011～2013年）のシンズリ道路第1工区、第2工区、第4工区の交通事故死亡率（死亡

者数/交通量）のうち、最も高いのが2012年の第1工区で5.2、反対に最も低いのが2013年の第2工
区の0である。プロジェクトによると、死亡原因は高い順にスピードの出しすぎ（6人）、不注意

（3人）、運転免許未取得（2人）と報告されている。プロジェクト開始前の2011年と比較すると、

2013年の交通事故死亡率は3つのすべての工区で減少している。詳細な因果関係は不明だが、第

1工区での道路標識の設置や第4工区での曲線部の幅員を拡幅する工事の実施、交通安全キャン

ペーンの実施などプロジェクトの取り組みの成果も多少プラスに影響していると推測できる。

プロジェクトで取り組んでいる安全対策や修復工事の実施、維持管理体制の強化が一層進めば、

交通事故死亡率は低い水準をある程度保つことは可能だろう。 
 

表３－７ シンズリ道路の交通事故死亡者率 

2011年 2012年 2013年 

交通事故 
死亡者数 

交通量* 交通事故 
死亡者数 

交通量** 交通事故 
死亡者数 

交通量**

区間 

交通事故死亡者率*** 交通事故死亡者率*** 交通事故死亡者率***

4 1,902 7 1,341 4 1,992 1 

2.1 5.2 2.0 

5 1,902 3 2,499 0 2,940 2 

2.6 1.2 0.0 

3 1,487 5 2,824 3 3,357 4 

2.0 1.8 0.9 
注：**交通量は、調査した平日16時間中に通行した①普通車・ジープ・バン、②バス、③軽トラック、④大型

トラック、⑤オートバイが含まれる。 
***交通事故死亡者率は、（交通事故死亡者数/交通量）×1,000で算出した。 

出所：*交通量のデータはDORから入手。**交通量は業務進捗報告書第4号3～39ページから入手。 
***交通事故死亡者数は交通警察から入手。 

 
指標1については、専門家から「交通事故死亡者率（死亡者数/交通量）」ではなく国際基準の

「交通事故死亡者率（死亡者数/交通量/延長）」に修正すべきという提案があった。ベンチマー

クや目標値の設定も含め、指標1の見直し・修正が必要である。 
指標2は、2012年と2013年の交通調査の際に、各工区を利用している運転手を対象に①路面の

平坦性、②通行止め、③待避所、④視距、⑤安全対策、の5項目に関する満足度を5段階評価（5
非常に良い、4良い、3普通、2やや悪い、1非常に悪い）で調査している10。道路利用者の平均満

足度が高いのが第2工区（2012年3.5、2013年4.4）で、反対に低いのが第1工区（2012年2.9、2013

                                                        
10 各項目は次の質問で運転手に聞き、5段階評価してもらったという。【路面の平坦性】ポットホールや、路面の陥没（沈下）

などが原因で安全でスムーズな運転ができないということはあるか。【通行止め】落下した（道路路面に）岩・石・砂利・砂

などが原因で安全でスムーズな運転ができないということはあるか。【待避所】対向車線と安全かつスムーズに擦れ違うため

の待避所は十分に整備されているか。【視距】茂みや倒木などに遮られ十分な視距がとれないことが原因で、安全でスムーズ

な運転ができないということはあるか。【安全対策】安全でスムーズな運転をするための、ガードブロック、視線誘導ブロッ

ク、道路交通標識、カーブミラーなどの十分な安全対策にかかわる整備が行われているか。 
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年3.7）である。指標2の目標値80点、すなわち5段階評価のうち4に到達しているのは、2013年の

第2工区と第4工区でわずかに第1工区は届かなかった。しかし平均スコアは全工区ともに2012年
の調査結果より2013年で改善がみられる。中間レビュー調査時点で、上位目標の達成見込みを

判断するのは時期尚早であるが、これはポジティブな兆候といえる。 
 

表３－８ 第1工区道路利用者の満足度（バルディバス～シンズリマディ区間） 

年 2012年 2013年 

車種 
・普通車 
・ジープ 
・バン 

・軽トラ 
 ック 
・ミニバ 
 ス 

・大型ト

 ラック

・大型 
 バス 

・オート

 バイ 

・普通車

・ジープ

・バン 

・軽トラ 
 ック 
・ミニバ 
 ス 

・大型ト 
 ラック 
・大型バ 
 ス 

・オート

 バイ 

路面の平坦性 3 3 2 4 4 4 3 3
通行止め 4 3 2 4 3 4 4 3
待避所 3 3 2 4 4 3 3 4
視距 4 3 2 4 4 4 4 5
安全対策 2 1 1 3 3 4 4 3
車種別平均 3.2 2.6 1.8 3.8 3.6 3.8 3.6 3.6
区間別平均 2.9 3.7 
出所：プロジェクトから入手したデータ。 

 
表３－９ 第2工区道路利用者の満足度（シンズリマディ～クルコット区間） 

年 2012年 2013年 

車種 
・普通車 
・ジープ 
・バン 

・軽トラ 
 ック 
・ミニバ 
 ス 

・大型ト

 ラック

・大型 
 バス 

・オート

 バイ 

・普通車

・ジープ

・バン 

・軽トラ 
 ック 
・ミニバ 
 ス 

・大型ト 
 ラック 
・大型バ 
 ス 

・オート

 バイ 

路面の平坦性 3 3 3 4 5 4 4 5
通行止め 4 4 4 4 5 4 4 5
待避所 3 3 2 4 4 3 3 4
視距 4 3 2 4 4 4 4 5
安全対策 4 4 4 4 5 5 5 5
車種別平均 3.6 3.4 3 4 4.6 4 4 4.8
区間別平均 3.5 4.4 
出所：プロジェクトから入手したデータ。 
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表３－10 第4工区道路利用者の満足度（ネパールトック～ドゥリケル） 

年 2012年 2013年 

車種 
・普通車 
・ジープ 
・バン 

・軽トラ 
 ック 
・ミニバ 
 ス 

・大型ト

 ラック

・大型 
 バス 

・オート

 バイ 

・普通車

・ジープ

・バン 

・軽トラ 
 ック 
・ミニバ 
 ス 

・大型ト 
 ラック 
・大型バ 
 ス 

・オート

 バイ 

路面の平坦性 3 3 3 4 4 4 4 4
通行止め 4 4 4 4 4 4 3 4
待避所 3 3 3 4 5 4 4 5
視距 4 3 2 4 5 4 4 5
安全対策 3 3 3 3 4 4 4 4
車種別平均 3.4 3.2 3 3.8 4.4 4 3.8 4.4
区間別平均 3.4 4.2 
出所：プロジェクトから入手したデータ。 

 
【上位目標のまとめ】 

指標1はプロジェクト開始前の2011年と比較すると、2013年の交通事故死亡率は3つのすべて

の工区で減少している。詳細な因果関係は不明だが、プロジェクトが取り組んだ各種交通安全

対策がプラスの影響を及ぼした可能性もある。指標2の道路利用者の満足度は、2013年の調査に

よると第1工区でわずかに及ばなかったものの、第2工区と第4工区では目標値の80点、すなわち

5段階中4に達している。これら3つの工区すべてで2012年の調査結果より2013年で改善がみられ

る。中間レビュー調査時点で、上位目標の達成見込みを判断するのは時期尚早だが、ポジティ

ブな兆候が確認された。 
 
３－２ 実施プロセス 

３－２－１ プロジェクトのマネジメント体制 
（1）実施体制 

R/Dに基づいてDORのプロジェクトダイレクターを議長とし、DOR、DWIDP、RBN、日

本人専門家、JICAのメンバーで構成されるPCCが設置された。これとは別に実務レベルの

実施体制として、プロジェクト開始後、DORに本プロジェクトのためのシンズリ道路維持

管理室（SRMU）と、DWIDPにシンズリ道路防災対策室（SRDPU）を設置して、それぞれ

の機関のC/Pが配置された。 
 

（2）活動進捗のモニタリング 
プロジェクト活動のモニタリングは、年2回行われるPCC会議と毎月SRMUで行う月例会

である。前者は活動進捗の報告や重要課題の協議、年間計画など重要事項の承認の場とし

て機能した。後者はSRMUとSRDPUに配置されているC/PとRBNのC/P、日本人専門家が参

加し、活動進捗の確認や課題、その対応策の協議の場として機能していたという。パイロ

ット事業の進捗表は、C/Pと日本人専門家がパイロット事業の進捗状況を的確に把握するモ

ニタリングツールとして役立っているという。以上、中間レビュー調査時点では、プロジ

ェクト活動進捗のモニタリングは適切に行われている。 
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（3）コミュニケーション 
C/Pと日本人専門家は、SRMUでの月例会と日常業務を通じて、コミュニケーションを円

滑にとっており、互いの信頼関係が構築されてチームワークがよいことが、インタビュー

や質問票調査からうかがえた。DORとDWIDPの連携・協調も、同会議や各種ワークショッ

プ、実地訓練、本邦研修などを通じて強化され、沿線住民に対する説明や説得、DWIDPの
予算要求の際の財務省に対する説明も共同で行ったという。専門家チームの一員で道路行

政を担当するネパール人専門家は、元DORの役人で16年間シンズリ道路建設プロジェクト

のプロジェクトマネジャーを務めており、C/Pからの信頼も厚く、彼らとの日常的な調整で

中心的な役割を果たし、日本人専門家不在中もプロジェクト関係者間の連絡・調整に貢献

した。日本人専門家はチーフアドバイザーの強いリーダーシップの下、それぞれ専門分野

の活動に取り組み、専門家間のコミュニケーションも良好で問題に対する認識の共有も随

時なされていた。 
JICA本部とのコミュニケーションが一層必要と質問票調査で回答した専門家も一部いた

が、全般的にプロジェクトとJICA本部、JICAネパール事務所とのコミュニケーションは良

好で、問題に対する認識も共有できていた。 
 

（4）プロジェクトに対する主体性 
シンズリ道路建設プロジェクトは現在も日本の無償資金協力で実施中で、DORにとって

同道路の維持管理強化は喫緊の課題であり、本プロジェクトの重要性をC/Pが十分認識して

いる。シンズリ道路建設プロジェクトに直接従事するか、あるいは過去にJICAの技術協力

プロジェクトや開発調査に参加したC/PがDORとDWIDPに多く、本プロジェクトや日本人専

門家の技術移転に対する期待は高い。日本人専門家によると、プロジェクト1年次は、維持

管理改善のための調査・計画や設計作業が主な活動だったため専門家が主導して行ってき

たが、2年次からパイロット事業や優先事業の実施段階になり、C/Pのプロジェクトに対す

る主体性や責任感が高まりつつあるという。本中間レビュー調査で行った質問票調査への

回答率の高さや、インタビュー調査で熱心にプロジェクトの成果や課題を説明する姿から

も、C/Pの本プロジェクトに対する主体性が総じて高いことがうかがえた。 
 

３－２－２ 技術移転状況 
日本人専門家に対する質問票やインタビューによると、本プロジェクトの開始時のC/Pの能力

は、個人で差があるものの、全般的に道路構造物や斜面対策工に関する知識が不十分なC/Pが多

く、道路被災時に最適工種の決定や復旧工法の立案、施工管理が実施できていないケースがみ

られたという。日本人専門家からC/Pに対する技術移転は、日本人専門家の直接指導、現場やワ

ークショップでの実地訓練、本邦研修を通じて行われた。日本人専門家によると、技術移転で

工夫した点として、①ネパールの現地で採用されている工種を利用して対策工を検討した、②

机上の理論や計画だけでなく、C/Pと一緒に現地踏査をして課題と対処法を議論するようにした、

③細かい現地作業や設計・積算、工事の常駐管理者は民間委託が主流なので、C/Pの企画力や管

理能力の向上を主眼に置いた、などの点が挙げられた。C/Pの能力向上目標に対する現在の到達

度を専門家に質問票で聞いたところ、C/P9名中8名は順調に進んでおり、プロジェクト終了時に

所定の目標を達成する見込みがあるという。 



 

－22－ 

質問票あるいはインタビューに回答したC/Pは、詳細なデータ分析やリスクアセスメントに基

づくARMPの立案、道路防災対策や斜面防災対策、道路安全対策の計画策定や設計、積算、リス

クアセスメントなどのノウハウを学んだという。このほか本邦研修は、プロジェクトの活動内

容に直接関連する砂防事業など日本の道路防災に関する技術や道路交通管制システム、日本の

道の駅などの知見を得たといい、研修員に大変好評だった。一部のC/Pからは、専門家の業務従

事期間が短すぎて継続的に技術移転が受けられなかったという意見や、パイロット事業や優先

事業で使う技術について専門家との協議が必ずしも十分でなかったとの意見が出された。しか

し、全般的には、日本人専門家からC/Pへの技術移転は順調に行われていると判断できる。 
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第４章 評価結果 
 
４－１ 妥当性：高いと判断できる 

４－１－１ ネパール政府の政策との整合性 
本プロジェクトは、道路輸送を重要分野の1つとして掲げ、安全で信頼性のある道路輸送サー

ビスの向上をめざすネパールの国家開発計画、すなわち暫定3カ年計画（2010/11～2012/13年）11

に一致している。ネパール政府の道路開発の基本政策である、優先的投資計画（2007～2016年）

では、日常的、周期的、緊急的、定期的などの道路維持管理業務の分類を基に道路維持管理業

務を継続的に進めることの必要性が示されており、本プロジェクトの内容と合致している。 
 

４－１－２ 必要性 
シンズリ道路は総延長160kmに及ぶ幹線道路で、厳しい自然条件に起因して毎年各工区で斜面

崩壊や土砂災害が起こり、通年にわたって安全で円滑な道路交通の維持はDORにとって喫緊の

課題である。2015年の全線開通を控えているが、災害発生に対応できる十分な維持管理体制が

構築されていないことや、災害対策工に関する知識や経験がDORで不足していることから、本

プロジェクトに対する期待は高く必要性も高い。 
DWIDPは、JICAから長年支援12を受けており斜面災害対策の技術・知見があるが、DORとの

共同事業は、省庁の縦割り行政でほとんど実施されていなかったことから、本プロジェクトに

対する期待は高く必要性も高いといえる。 
 

４－１－３ 問題解決手段としての適切性 
本プロジェクトでは、パイロット事業の計画・実施をC/Pへの技術移転の柱として位置づけ、

各種調査の実施や実地訓練に取り組んでおり、C/Pの能力向上の手段として適切である。ネパー

ル側DORとDWIDPの予算で実施する優先事業もプロジェクトデザインに取り込み、C/Pの主体的

な本プロジェクトへの参加促進とプロジェクト終了後の持続性を担保する手段としても適切で

ある。 
 

４－１－４ 日本の援助政策との整合性 
日本の外務省対ネパール経済協力方針（2012年）では、「持続可能で均衡のとれた経済成長の

ための社会環境・基盤整備」が3つの援助重点分野の1つとして掲げられている。JICA国別分析

ペーパー（2013年）では、上記援助重点分野の社会・経済インフラ整備に対応する3つの協力プ

ログラムの1つに「運輸交通インフラ整備プログラム」があり、本プロジェクトもそのなかの技

術協力に位置づけられている。同分析ペーパーでは、運輸交通ネットワークの整備と交通円滑

化による地域経済の活性化をめざし、具体的な取り組みとして、「道路の新規整備に加え、防災

                                                        
11 暫定3カ年計画（2013/14～2015/16年）が策定される予定だが、2014年1月時点で未発表である。暫定3カ年国家開発計画（2010/11

～2012/13年）の英訳も未発表のため、同計画の草案として国家計画委員会が公開している“Three Year Plan Approach Paper
（2010/11 - 2012/13）”を参照した。 

12 主な協力は、ネパール治水砂防技術センタープロジェクト（1991～1998年）、自然災害軽減支援プロジェクト（1999～2004
年）、同プロジェクトのフォローアップ（2004～2006年）、長期専門家、ムグリン−ナラヤンガード道路防災対策開発調査（2007
～2009年）である。 
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観点を含む長期的な維持管理のための支援を行う」ことが明記されている。したがって、本プ

ロジェクトは日本の援助政策との整合性が高い。 
シンズリ道路は、日本の無償資金協力により1996年から第1工区の橋梁工事が開始され、以来

13年かけて第4工区、第2工区が建設され、2009年から現在も第3工区の工事が続いている。既述

したとおり、日本はDWIDPに対しても長年の協力実績がある。本プロジェクトでは、これまで

の協力と整合性があり、山国の日本がもつ道路維持管理、道路防災対策、河川土砂管理などの

知見や技術、経験が十分生かされている。 
 

４－１－５ 計画の適切性 
計画の適切性について、計画そのものはPDMを1回修正して見直しており、特に問題はみられ

ない。しかしベンチマークがない指標や成果を測る指標として必ずしも適切でない指標が一部

見受けられ、本中間レビュー調査で見直した結果を参照し、早急に修正することが望ましい。 
以上、本プロジェクトの妥当性は高いと判断できる。 

 
４－２ 有効性：やや高いと判断できる 

４－２－１ プロジェクト目標の達成予測と成果の貢献 
「３－１－４」で述べたとおり、プロジェクト目標の達成見込みは、指標1は全線開通前の現

段階において達成状況を判断することは難しく、指標3のパイロット事業と優先事業の実施につ

いても、プロジェクト目標の達成見込みで述べたとおり、3つの阻害要因が懸念材料としてあり、

プロジェクト後半、迅速に効果的な措置をとる必要がある。3つの成果はそれぞれプロジェクト

目標の達成に向けて貢献している。 
中間レビュー調査時点でプロジェクトがもたらした効果は、①道路台帳の作成・更新や補修

履歴や災害履歴のデータベースの作成・更新、交通安全情報のデータベースの作成・更新、②

道路維持管理改善計画の策定と緊急維持管理事業の実施、道路安全管理計画と道路安全パトロ

ールマニュアルの作成と道路安全対策の実施、③緻密な技術的根拠に基づくARMPの策定、④パ

イロット事業と優先事業の調査・計画・設計、実施を通じたC/Pの能力向上と主体性・責任感の

醸成、⑤DORとDWIDPの連携強化、が挙げられる。これらは全般的に有効性を高めている。特

に①や②、③は、他の道路管理事務所では十分実施されていないことが考えられ、本プロジェ

クトの有効性を一層高めた一因といえる。また④は、一般的にネパールで実施された他のJICA
技術協力でC/Pの主体性の低さが問題となっていることを踏まえると、本プロジェクトの特筆す

べき成果である。さらに⑤は、道路管理を行うDORと道路用地幅（ROW）25mを超えた危険区

域や河川浸食箇所の防災対策を行うDWIDPと、両機関の所掌を明らかにしたうえで、対策工に

緊密に取り組んでいる好例であり、今後ネパールの他の案件にも大いに参考になる可能性があ

る13。 
 

４－２－２ 因果関係 
3つの各成果（アウトプット）は、プロジェクト目標の「シンズリ道路の維持管理と災害・事

                                                        
13 JICAネパール事務所によると、ネパールの英国国際開発省担当者から、本プロジェクトでのDORとDWIDPの連携体制につい

て照会があったという。 
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故発生時の道路管理が、道路局と治水砂防局によって適切に実施される」ことを達成する手段

として設定されており、成果からプロジェクト目標に至る論理に矛盾はない。 
成果達成からプロジェクト目標に至る外部条件については、「自然災害がプロジェクト活動に

甚大な影響を与えない」が設定されていた。毎年、特に雨期になるとシンズリ道路沿線でも土

砂災害が起きているが、プロジェクト活動に甚大な影響を与えるような大規模な自然災害は報

告されていない。 
以上の点を総合的に判断して、本プロジェクトの有効性はやや高いと評価した。 

 
４－３ 効率性：やや高いと判断できる 

４－３－１ 日本側の投入 
日本側からの投入は予定どおり行われた。日本側の投入のうち、専門家はこれまで派遣され

た12名中7名がネパールでの業務経験があり、現地ネパールの事情に精通している。特にチーフ

アドバイザーは、強いリーダーシップを発揮している。また道路行政担当のネパール人専門家

は、シンズリ道路建設プロジェクトのプロジェクトマネジャーを16年間務めシンズリ道路や

DORの業務を熟知していると同時に、DORをはじめとするネパール側C/Pとの調整能力が高いこ

とが挙げられる。このほか、本プロジェクトを受託しているコンサルタント会社は、長年シン

ズリ道路建設プロジェクトの施工管理やJICAの支援でDWIDPをC/Pに実施したムグリン−ナラヤ

ンガード道路防災対策開発調査も担当するなど、ネパールでの業務経験が豊富なこともあり、

DORやDWIDPからの信頼が厚い。これらはすべて円滑で効率的なプロジェクト実施の貢献要因

になった。ただし、質問に回答した7名中6名の専門家が、業務内容に比して専門家の人/月数が

短く、例えば、雨期を通じたC/Pに対する対策工の計画から施工まで一貫した技術支援が難しか

ったと指摘している。活動の効率性を妨げることはなかったものの、短期間で派遣されるため、

C/Pに対する継続的な技術支援の難しさがあったことがうかがえた。 
 

４－３－２ ネパール側の投入 
ネパール側の投入も予定どおり行われた。特筆すべきは、ネパール側が優先事業として実施

する道路防災事業の事業費を負担していることである。日本側の負担で行うパイロット事業で

も、初期環境調査や現場常駐管理者など必要なローカルコンサルタントの傭上費を一部負担し

ている。 
ネパール側の投入であるC/Pが他の業務も兼任しており多忙だが、本プロジェクトで合意した

それぞれの業務役割分担に従って責任を果たしている。この点は円滑なプロジェクト実施の促

進要因になっている。 
プロジェクトの効率性を妨げているか、あるいはプロジェクト後半にその影響が懸念される

のが、DWIDPの予算配分が不十分な点である。 
 

４－３－３ 外部条件の影響 
PDMの活動から成果に至るまでの外部条件は、「本プロジェクトで育成されたDOR、DWIDP、

道路情報管理のエンジニアなど職員が、各担当部署で業務を継続する」である。C/Pの人事異動

はネパールでは頻繁に起こり得ることで本プロジェクトでもあったが、プロジェクトの成果を

達成するうえでは特段問題になっていない。 



 

－26－ 

既に述べたとおり、農地など私有地の災害対策工や潅漑施設の設置など本プロジェクトに対

する要求を強く主張する一部の沿線住民が、要求実現のためにプロジェクト活動を妨害し、一

時的に中断せざるをえない事態が起きた。これは、効率性をやや低めた外部要因である。この

ほか、本プロジェクトの外部要因とするか内部要因とするか判断が難しいが、DOR、DWIDPの
それぞれ組織内部で、事業の民間業者への発注や契約プロセスに時間がかかっており、効率性

をやや低める要因になっている。 
以上、プロジェクトの効率性は総合的に判断してやや高いと評価した。 

 
４－４ インパクト（予測）：上位目標達成に向けたポジティブな兆候はある 

４－４－１ 上位目標への波及効果と達成見込み 
既述したとおり、ネパール側の予算負担で実施する優先事業をプロジェクトデザインに取り

込み、プロジェクト目標の指標にも設定している。したがって、DORやDWIDPの独自の取り組

みや努力は、本プロジェクトではインパクトではなく、主に有効性で評価している。DORと

DWIDPが独自予算で優先事業に取り組んでいることは、上位目標の達成に向けたポジティブな

兆候として評価できる。 
 

４－４－２ 上位目標以外の波及効果 
特に報告されていない。 

 
４－５ 持続性（見込み）：中程度 

４－５－１ 政策面：高い 
安全で信頼性のある道路輸送サービスの向上をめざすため、道路維持管理業務を継続的に推

進するネパール政府の方針は変更されないと考えられ、中間レビュー時点での政策面の持続性

は高いと見込まれる。 
 

４－５－２ 財政面：やや低いから中程度 
シンズリ道路の維持管理予算については、ARMPに基づきRBNの道路特定財源とDORの一般会

計から予算が充当されている。日常的維持管理と周期的維持管理には、ほぼ予算要求どおりの

額がRBNから配分されている。しかし、特定維持管理の予算は、2012/13年度は予算要求のわず

か12％、2013/14年度も18％しか配分されなかった。SRMUは、不足分を一般会計であるDORの

予算から充てており、今後、特定維持管理のための予算を十分確保していく必要がある。 
DWIDPについては、プロジェクト期間中に実施が予定されている優先事業の予算措置が

2012/13年度、2013/14年度ともに財務省を説得できずに不十分だった。プロジェクト後半、財務

省への積極的な働きかけを強めるとしているが、中間レビュー調査時点では不確かであり、財

政面からの持続性の見通しはやや低いから中程度である。 
 
４－５－３ 制度面：見通しが困難である 

本プロジェクトは、道路維持管理制度の強化と道路安全管理体制の構築に取り組んでいる。

中間レビュー調査時点では、緊急情報システムの運用が始まっていないうえに、本プロジェク

トを引き継ぐ新ラムタール道路管理事務所が建設中であり、同事務所の体制については計画が
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あるもののまだ不明である。したがって、制度面の持続性については、現時点では見通しが困

難である。 
 

４－５－４ 組織面：見通しが困難である 
プロジェクトの提案によってラムタール道路管理事務所が設置されることになったのは、組

織面の持続性を担保するうえで特筆すべき成果である。ただし現時点では建設中で、必要な人

員の配置や機材の調達など、計画はあるものの実際にどのように組織が整備されるかについて

は不確かである。また、プロジェクト期間中はSRMUとSRDPUを設置し、DORとDWIDPの連携・

協調関係をうまく保つことができているが、プロジェクト終了後、これらの組織の持続性につ

いては不明で、現時点で組織面の持続性は予測できない。 
 

４－５－５ 技術面：やや高い 
DORとDWIDPのC/Pの能力は、プロジェクト活動の進展に伴い、徐々に向上してきたと推察さ

れる。プロジェクトで移転された技術や知識は、今後もDOR、DWIDPそれぞれの業務に適用が

可能と期待できる。しかし、中間レビュー調査時点で、一部のC/Pがプロジェクトから得た知見

や活動を発表できるにとどまっており、全体的な底上げが今後必要である。C/Pからもネパール

で導入されていない難易度の高い対策工を、本プロジェクトで学びたいと要望が出されている。

したがってC/Pの技術や知識は一層向上する余地があると判断し、技術面の持続性はやや高いと

見込めると評価した。 
    

以上、プロジェクトの持続性は中程度と評価した。 
 
４－６ プロジェクトの効果発現に貢献した要因 

４－６－１ 計画内容 
本プロジェクトの計画立案段階から、成果3でC/Pの能力向上を図るため、災害対策工のパイ

ロット事業を行うことが組み込まれていた。これまで述べたように、パイロット事業の現地踏

査やリスクアセスメントなどの各種調査、選定、計画、設計、積算、施工・管理など一連の作

業は、C/Pが斜面対策やその他、災害対策工に関する知識や技術を習得する機会になっている。

またプロジェクトの妥当性や有効性、一部持続性を高めることに貢献している。このほか、ネ

パール側DORとDWIDPが独自予算で災害対策工に取り組み、優先事業を実施することが本プロ

ジェクトのデザインに組み込まれ、指標の1つにも設定されていた。一般的にC/P機関が独自予

算で行う活動は、技術協力プロジェクトが直接管理あるいは直接影響を及ぼすことができない

組織全体の問題なども含むため、プロジェクトデザインに組み込まれないことが多い。しかし

本プロジェクトでは、あえてプロジェクトのデザインに組み込み、C/Pに独自予算を獲得して優

先事業を計画・実施するよう促し、プロジェクト全体で進捗状況をモニタリング・管理してい

る。この点は、C/Pの主体性を喚起・強化し、本プロジェクトの妥当性、有効性、効率性、一部

持続性を全般的に高める要因になっている。さらに、上位目標達成に向けてのプラス材料にな

っている。 
本プロジェクトは、プロジェクトデザインに加えて日本・ネパール国側双方の投入の点でも

効果発現に貢献している要因がみられる。貢献した要因は、①ネパールでの業務経験が豊富な
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専門家の配置（12名中7名）、②シンズリ道路関連業務とDORとの業務経験豊富なチーフアドバ

イザーの配置、③元DORの役人でシンズリ道路建設プロジェクトのプロジェクトマネジャーを

16年務めたネパール人専門家の配置、④シンズリ道路建設プロジェクトのほか、過去にJICAの

技術プロジェクトや開発調査に従事したDORとDWIDPのC/Pの配置、が挙げられる。これらは専

門家とC/Pとの信頼関係の構築、プロジェクト関係者間の円滑なコミュニケーションに役立ち、

効率的・効果的なプロジェクト運営を可能にしている。 
 

４－６－２ 実施プロセス 
コンサルタントの特記仕様書には明記されていなかったが、C/Pが3機関にまたがるため、プ

ロジェクト開始後にDORにSRMUを、DWIDPにSRDPUを設置し、両機関のC/Pをそれぞれのメン

バーとして配置した。両メンバーに加えてRBNのC/P、日本人専門家との意思疎通も図るため、

SRMUで月例会を開催した。この会議はプロジェクト活動の進捗状況の確認や課題を議論するう

えで、またプロジェクトの一員としてチームの結束を固めるうえで機能していた。このことは、

プロジェクトの有効性や効率性を高めることに貢献した。またDORとSRDPUの災害対策工に関

する協力の枠組みと役割分担を、プロジェクト開始後に議論して、道路用地幅25m以内の災害危

険区域はDORが、25mを超えた危険区域や河川浸食箇所については、DWIDPが担当することも

双方が確認し、会議議事録で合意した。このことは、DORとDWIDPの円滑な連携・協力を可能

にして、本プロジェクトの有効性を高めるのに貢献している。 
 
４－７ プロジェクトの問題点及び問題を惹起した要因 

４－７－１ 計画内容 
特になし。 

 
４－７－２ 実施プロセス 

実施プロセス上の阻害要因は、中間レビュー調査時点で、①DWIDPの優先事業に対する予算

措置が不十分なこと、②一部の沿線住民が私有地の災害対策工など本プロジェクトに対する要

求実現のために活動を妨害したこと、③DORとDWIDPで事業の民間業者への発注や契約プロセ

スに時間がかかっていること、の3点が挙げられる。 
 
４－８ 結論 

中間レビュー調査は、プロジェクト期間の中間地点に実施されているので、3つの成果はまだ達

成されていないが、プロジェクト活動の多くは順調に実施されていた。円滑なプロジェクトの実

施に貢献している要因は、①道路維持管理に対する問題意識が高く、プロジェクトに対する強い

コミットメントがあるC/Pの配置、②DORとDWIDPの良好な連携・協調関係の確立、③ネパールで

の業務経験が豊富で現地に精通している専門家の派遣、④チーフアドバイザーのリーダーシップ、

⑤元DOR役人でシンズリ道路建設プロジェクトに長年従事したネパール人専門家の高い調整能力、

⑥C/Pと専門家のチームワークのよさ、⑦年2回のPCC会議やSRMUでの月例会議を通じた適切なモ

ニタリングの実施、が挙げられる。これらはすべて効率性を高める要因になった。 
本プロジェクトは、シンズリ道路の維持管理体制の強化や道路安全管理の確立、災害対策工に

関するC/Pの能力強化など、DORのニーズに合致した協力を行っている。また、DORとDWIDPが災
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害対策工をはじめ、持続的で安全な道路交通の確保に本格的に連携・協調して取り組んだ初のプ

ロジェクトである。このようにDORやDWIDPのニーズに合致し、ネパール政府と日本の援助政策

にも合致しており、技術協力として妥当性は高いという評価になった。 
中間レビュー調査時点でも、本プロジェクトはさまざまなプラスの効果をもたらしていた。確

認されたプラスの効果は、①道路台帳の作成・更新や補修履歴や災害履歴のデータベースの作成・

更新、交通安全情報のデータベースの作成・更新、②維持管理改善計画の策定と緊急維持管理事

業の実施、道路安全管理計画と道路安全パトロールマニュアルの作成と道路安全対策の実施、③

緻密な技術的根拠に基づくARMPの策定、④パイロット事業と優先事業の調査・計画・設計、実施

を通じたC/Pの能力向上と主体性・責任感の醸成、⑤DORとDWIDPの連携強化、である。これらは

全般的に有効性を高めている。このほか特筆すべき成果として、プロジェクトの予算で実施する

パイロット事業のほか、ネパール側の予算負担で行う災害対策工を優先事業としてプロジェクト

デザインにあらかじめ組み込んだため、DORとDWIDPが同事業の計画、設計、施工管理に意欲的

に取り組んでいることが挙げられる。C/Pの能力向上に貢献し、プロジェクトの有効性だけでなく

一部持続性を高めることにも貢献している。 
円滑なプロジェクト運営やプロジェクト目標達成に向けて、やや阻害要因になっているのが、

①DWIDPの優先事業に対する予算措置が不十分なこと、②一部の沿線住民が私有地の災害対策工

など本プロジェクトに対する要求実現のために活動を妨害したこと、③DORとDWIDPで事業の民

間業者への発注や契約プロセスに時間がかかっていること、の3点である。これらの阻害要因によ

り、有効性や効率性、持続性の一部評価を低める結果となった。 
指標の一部にベンチマークが設定されていないため、中間レビュー調査でプロジェクト目標と

上位目標の達成見込みを判断することはできなかった。成果の一部指標についても、各成果を測

る指標として適切とはいい難い指標が設定されていることが明らかになっており、今後、早急に

修正することが望ましい。 
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第５章 提言と教訓 
 
５－１ 提言 

合同中間レビュー調査団は、これまでの評価結果を受けて、以下のとおりプロジェクト終了ま

での残された期間で実施すべき事項を提言した。 
 
（1）PDM指標の修正 

PDM Ver. 1の指標の一部を修正して、プロジェクトの成果を適切にまた可能な限り客観的に

測ることが必要である。合同レビュー調査団がC/Pや専門家との協議を通じて修正したPDM 
Ver. 2をPCCで議論・承認することが望ましい。 

 
（2）パイロット事業と優先事業の経験や教訓の共有 

プロジェクトの後半は、DORとDWIDPが専門家の支援を受けながら、パイロット事業と優

先事業を主導して実施していくべきである。これらの事業の設計、計画、施工管理から得ら

れた経験や教訓を、さまざまな関係機関と共有していくことが重要である。 
 
（3）財務省交渉でDWIDPの十分な予算確保 

DWIDPからの予算措置は効果的・効率的優先事業の実施の鍵で、計画どおり十分な予算措

置がなされれば、本プロジェクトの効率性、有効性、持続性が一層高まることが期待される。

したがって、DWIDPはDORと協力して十分な予算措置がなされるよう、シンズリ道路の災害

対策工の必要性を説きながら財務省との交渉を粘り強く続けていくべきである。 
 
（4）優先事業契約のタイムリーな締結 

本プロジェクトに限ったことではないが、DORとDWIDPそれぞれの組織内で事業の調達・

契約手続きに時間がかかっていることが報告されている。本プロジェクトで取り組む優先事

業は災害対策工のため、雨期前に事業を終えなければならないものも多く、請負業者の迅速

な調達、タイムリーな契約締結が求められる。各組織内での関係者への働きかけを強め、調

達・契約手続きのスピードアップを図ることが必要である。調達・契約手続きが順調に進め

ば、本プロジェクトの効率性や有効性の向上につながると考えられる。 
 
（5）ラムタール道路管理事務所の迅速な体制整備 

本プロジェクトが提案したラムタール道路管理事務所は、シンズリ道路全線の開通後、同

道路の維持管理事業を牽引していくことが期待されている。本プロジェクトの持続性の観点

からも、同事務所の役割は重要である。したがって、ラムタール道路管理事務所を早急に建

設し、必要な要員の配置や機材調達など同事務所の管理体制の整備を、本プロジェクトが作

成した計画どおりに、迅速に進めていくべきである。 
 
（6）緊急情報システムの持続的な運用 

緊急情報システムは、過去にJICAの支援でDWIDPがムグリン－ナラヤンガード道路防災対

策開発調査で導入したことがあるが、管理体制が不十分だったため機能しなかった。DORは
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こうした過去の経験を踏まえて、シンズリ道路の緊急情報システムの適切な運用・管理体制

を構築して、持続的に運用できるようにする必要がある。 
 
（7）C/Pに対する技術支援の強化 

シンズリ道路は山岳道路であり想像していなかった大規模災害が起こった箇所もある。し

たがって、プロジェクトでは引き続きC/Pに対する技術支援を行い、ネパールではまだ導入さ

れていない難易度の高い対策工の技術や、自然災害の影響を最小限に抑える技術などを中心

に、支援していくべきである。 
 
（8）経験や教訓を基にした提言書の作成 

本プロジェクトは、シンズリ道路の運営・維持管理システムの強化や道路安全管理システ

ムの強化などに焦点を絞って支援している。これらシステムの一層の改善には、DOR全体の

システム改善が必要なことが、プロジェクト活動の進展に伴い明らかになっている14。プロジ

ェクトの経験や事例、教訓を基に、DORとDWIDPに対する提言書を作成すべきである。 
 
５－２ 教訓 

中間レビュー調査時点で、本プロジェクトから導き出せる教訓は以下の2点である。 
    
（1）プロジェクト開始時にC/P機関のプロジェクトでの役割と責任、活動を明確にして、正式文

書に明示しておく必要がある。 
DORとDWIDPの本プロジェクトでの協力の枠組みや役割分担に関する方針を、プロジェク

ト開始後、両機関と専門家で何度も協議を重ねて、会議議事録に署名・合意した。このよう

な明確な協力の枠組みと役割分担に関する方針があったため、両C/P機関は相互に協力しなが

らそれぞれの立場でプロジェクト活動に取り組んでいる。本プロジェクトのように、複数の

組織がC/P機関に設定されているプロジェクトの場合、プロジェクト内でのそれぞれの機関の

役割や機能を明らかにしておくことが、円滑なプロジェクト実施の鍵となる。各機関の責任

や担う活動を、会議議事録など正式文書に明示・記録しておくべきである。 
 
（2）C/P機関の予算負担で行う関連活動をプロジェクトの協力範囲に組み込むことは、C/Pの主

体性や責任感の醸成、プロジェクトの持続性の担保に有効である。 
一般的にC/P機関の負担で行う活動は、プロジェクトの管理を超えているためプロジェクト

デザインに含まれていないことが多い。しかし本プロジェクトのように、プロジェクト活動

と直接関連する活動をプロジェクトで得た知識やノウハウを使って行う場合は、予算負担は

C/P機関で行うにしても、計画段階でプロジェクトデザインに組み込みプロジェクトでモニタ

リング・管理することは有効である。特にC/Pの主体性や責任感の醸成、プロジェクトの持続

性の担保に有効である。 

                                                        
14 例えば、小さな舗装修復や斜面修復はある程度数量が確保されてからDORから民間業者に発注されることや、受注業者は工

事が遅れても罰則が科されるわけではないため、塗装被害が大きくなるまで放置していることなどの問題があるという。迅

速に修復工事をすることが重要だが、契約形態を民間発注から直営方式に一部変更するなどの抜本的な対策をとらない限り

改善されないという問題意識を、専門家やC/Pはもっているという。 
 



 

－32－ 

第６章 PDMの改訂 
 
６－１ PDMの改訂 

合同中間レビュー調査団は、現行のPDM Ver.1を検証した結果、指標の修正が望ましいと判断し、

C/Pと日本人専門家を協議して、同PDMをVer.2として改訂した。修正点や改訂に際しての議論は以

下のとおりである（付属資料3「PDM Version2」を参照）。 
 

６－１－１ 上位目標の指標の修正 
 

上位目標：シンズリ道路で安全で円滑な道路交通が確保される。 
修正前（PDM Ver.1） 修正後（PDM Ver.2） 

指標1：シンズリ道路の交通事故死亡者率（死亡者

数/交通量）が、2018年までに50％以下になる。

指標1：シンズリ道路の開通工区の2011年交通事故

死亡者率（死亡者数/交通量/延長）が、2018年
までに35％減少する。 

 
指標2：シンズリ道路の維持管理・安全対策に関し

て、道路利用者の満足度が平均で80点に達する。

 

指標2：シンズリ道路の開通工区の維持管理・安全

対策に関して、道路利用者の満足度が5段階中4
に達する。 

 

 
【問題点・協議と修正のポイント】 
・ 指標1の「交通事故死亡者率（死亡者数/交通量）」は、専門家から国際基準の「交通事故死亡者

率（死亡者数/交通量/延長）」に修正することが望ましいという提案があり、C/Pもその提案に

合意した。同指標のベンチマークとして、プロジェクト開始前年の2011年を基準年にすること

になった。目標値については、協議の結果、ネパールの公共事業計画省がネパール道路安全行

動計画（2013～2020年）を2013年に発表し、国連アジア太平洋経済社会委員会の会議で加盟国

が合意したとおり、ネパール政府も交通事故死亡者率を2013年から2020年までに35％削減する

ことをめざすと明示しているため、本プロジェクトでも35％減少をめざすことになった。指標

1の対象区間は、本プロジェクトの対象である開通工区（第1工区、第2工区、第4工区）と明示

し、現在建設中の第3工区は含まないことにした。 
・ 指標2については、指標1と同様、開通工区で利用者の満足度を測ることを明示した。また目標

値は80点だが、実際のドライバーに対するインタビュー調査では満足度を5段階で聞いている

ため、5段階中4に達すると修正した。 
 

６－１－２ プロジェクト目標の指標の修正 
 

プロジェクト目標：シンズリ道路の維持管理と災害・事故発生時の道路管理が、道路局（DOR）と治

水砂防局（DWIDP）によって適切に実施される。 
修正前（PDM Ver.1） 修正後（PDM Ver.2） 

指標1：災害や事故による通行不能日数が、平

均で50％以下になる。 
 

指標1：災害による通行不能日数が1日以上続かな

い。 
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指標2：シンズリ道路の表面損傷度（Surface 
Distress Index：SDI）が年間2.0ポイント以下

に維持される。 
 

指標2：シンズリ道路の表面損傷度（Surface Distress 
Index：SDI）が1年を通じて2.0ポイント以下に維

持される。 
 

指標3：パイロット事業とネパール側が取り組

んだ対策の数（開始時0カ所、終了時23カ所）

 

 

 
【問題点・協議と修正のポイント】 
・ 指標1については、「年間の道路閉鎖日数の減少」から「危険個所に対応して道路閉鎖状況の改

善」を図る指標に修正することがより本プロジェクトの指標として適しているという提案があ

った。またC/Pや一部の専門家からは、事故による通行止めを処理するのは警察による部分が

大きく、本プロジェクトの指標としては必ずしも合致しない面もあるという意見が出された。

ついては、「災害による通行不能日数が1日以上続かない」と修正することにプロジェクト関係

者が合意した。 
・ 指標2のSDIの目標値は、予算が十分に獲得できない年もある場合を想定すると、通年で2.0ポイ

ントを維持するのは難しく、3.0ポイントに下げるべきという意見が一部のC/Pから出された。

しかし再度議論した結果、他の幹線道路のSDIが軒並み2.0ポイント以下なので、修正しない方

向でいくことを確認した。指標2の内容は基本的には修正していないが、英語の表現を一部修

正した。 
・ 指標3に関しては、成果3を直接測る指標にすべきであるという結論に至り、プロジェクト目標

の指標から外すことになった。 
 

６－１－３ 成果の指標の修正 
成果1：シンズリ道路の運営・維持管理体制が強化される。 

修正前（PDM Ver.1） 修正後（PDM Ver.2） 
指標1-1：シンズリ道路全線の道路台帳が更新

される。 
指標1-2：シンズリ道路の補修履歴や災害履歴

のデータベース更新に関するガイドライン

が開発される。 
指標1-3：更新された道路台帳や補修履歴と災

害履歴のデータベースに基づき年間道路維

持計画が策定される。 

指標1-1：シンズリ道路全線の道路台帳や補修履歴

と災害履歴のデータベースが作成・更新される。

指標1-2：補修履歴や災害履歴を考慮して、年間道

路維持計画が策定される。 
指標1-3：災害対策事業を含む特定維持管理事業や

緊急対応を含む緊急維持管理事業が実施され

る。 
指標1-4：新ラムタール道路管理事務所が建設さ

れ、緊急維持に必要な機材が整備される。 

 
【問題点・協議と修正のポイント】 
・ 指標1-2の「補修履歴や災害履歴のデータベース更新に関するガイドラインの開発」は、DOR

の既存のガイドランがある程度活用できることが判明し、本プロジェクトの活動における重要

性は高くないと考えられる。したがって補修履歴や災害履歴のデータベースの作成と更新のみ

を残し、指標1-1の道路台帳とまとめることにした。 
・ 指標1-3のARMPの策定は、内容は変更せずに若干表現を修正して指標1-2にした。 
・ PDM Ver. 1であらかじめ設定されていた指標に加え、特定維持管理事業や緊急維持管理事業の

実施、ラムタール新道路管理事務所の建設、同事務所の機材整備が達成されなければ、成果1
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が示すシンズリ道路の運営・維持管理体制の強化にはならないだろうと一部のC/Pと専門家か

ら指摘がなされた。したがって、新たに2つの指標、指標1-3と指標1-4を設定することになった。 
 

成果2：シンズリ道路の災害、交通事故などに関する道路管理体制が構築される。 
修正前（PDM Ver.1） 修正後（PDM Ver.2） 

指標2-1：緊急対応システムの構築。 
指標2-2：すべてのシンズリ道路利用者が、災

害や気象、交通事故に関する道路・交通情報

にアクセスする。 
指標2-3：安全パトロールが毎週1回実施され

る。 
指標2-4：交通事故に関するデータベース更新

のためのガイドラインが作成される。 
指標2-5：安全運転のための安全キャンペーン

やワークショップが年2回、道路利用者を対

象に実施される。 

指標2-1：緊急情報システムが構築される。 
指標2-2：道路安全管理計画に従って、道路安全対

策が実施される。 
指標2-3：道路安全パトロールマニュアルに従っ

て、安全パトロールと安全キャンペーンが実施

される。 
指標2-4：交通事故に関するデータベースが更新さ

れる。 
 

 
【問題点・協議と修正のポイント】 
・ 指標2-1は曖昧だったため、成果2の中心的な活動でもある「緊急情報システムが構築される」

に修正された。 
・ 指標2-2は修正した指標2-1に関連するため、また「すべてのシンズリ道路利用者」という定義

が難しいうえ、指標データを入手するのも困難なため削除することになった。その代りに、道

路安全管理計画を策定し、同計画に基づいて交差点改良や安全標識の追加設置、急カーブでの

視距の改善や拡幅工事など安全施設の改良に取り組んでいる点を指標にすべきとの意見が専

門家とC/P双方から出されたため、新しく指標2-2を設定することにした。 
・ 指標2-3と指標2-5は、本プロジェクトが作成した道路安全パトロールマニュアルに沿って実施

されることが望ましいので、1つの指標にした。安全パトロールはさまざまなレベルで実施さ

れているのが現状で、本プロジェクトの新しい取り組みではなくDORの既存制度でも日常的な

安全パトロールが行われているため、特に目標値を設けないことにした。 
・ 指標2-4のうち「交通事故に関するデータベースが更新される」は成果2を達成するうえで重要

な活動の1つなので、そのまま残すことにした。しかし「データベース更新のためのガイドラ

イン」は、交通事故に関するデータは基本的に警察が記録・保管しており、本プロジェクトの

成果としての重要は高くないと考えられることから削除することにした。 
 

成果3：災害対策工に関するDORとDWIDPの知

識と技術が向上する。 
成果3：災害対策工に関するDORとDWIDPの連携、

C/Pの知識と技術が向上する。 
修正前（PDM Ver.1） 修正後（PDM Ver.2） 

指標3-1：DORとDWIDPの10名/エンジニアが、

パイロットプロジェクトの実地訓練と日本

での研修に取り組む。 
指標3-2：DORとDWIDPの間で持続的な共同事

業が確立する。 
指標3-3：災害のハザードマップと復旧工事に

関するマニュアルが作られる。 
 

指標3-1：個々のC/Pが、道路の災害対策工を含むプ

ロジェクトに関する発表をワークショップや

PCCで行う。 
指標3-2：DORとDWIDPの間で持続的な連携の枠組

みが確立する。 
指標3-3：パイロット事業とネパール側が取り組む

優先事業で行う対策の数が、プロジェクト開始時

の0カ所から終了時までに23カ所に増える。 
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【問題点・協議と修正のポイント】 
・ 本プロジェクトでは、成果3でDORとDWIDPの連携強化を図るよう計画されたにもかかわらず、

成果3に明示されていなかったため、修正して「連携」を明示するようにした。 
・ 指標3-1はC/Pの知識と技術が向上したことを示唆する「C/Pによる道路の災害対策工を含むプロ

ジェクトに関する発表」に修正した。 
・ 指標3-2は「連携の枠組みが確立する」に修正することで合意した。 
・ 指標3-3はPDM Ver. 1のプロジェクト目標の指標3が成果3に直接関係する指標であるため、PDM 

Ver. 2では指標3-3に設定した。 
 

６－１－４ 外部条件の修正 
 

【上位目標に至るまでの外部条件】 
修正前（PDM Ver.1） 修正後（PDM Ver.2） 

外部条件1：シンズリ道路の道路交通関連の

他事業が、開発パートナーによって円滑に

遂行される。 
外部条件2：道路維持管理に必要な予算・人

材が継続的に配賦・配置される。 

外部条件1：道路安全啓発キャンペーンが、運輸管理

局や交通警察、メディア、その他関連機関などさま

ざまな機関によって実施される。 
外部条件2：（修正なし）道路維持管理に必要な予算・

人材が継続的に配賦・配置される。 

 
【問題点・協議と修正のポイント】 
・ PDM Ver. 1の外部条件1が特になくても上位目標の達成に影響はないという意見が出され、削除

することになった。上位目標の指標1でめざす、交通事故死亡者率を2018年までに35％減少す

るためには、本プロジェクトが中心的に取り組むハードの整備のみならず、ネパール道路安全

行動計画（2013～2020年）でも重視しているとおり、道路安全啓発キャンペーンなどのソフト

分野の強化も必要不可欠だという意見が専門家から出された。C/Pからも、道路安全の観点か

らDORの業務は基本的にはハード面のインフラ整備であり、教育や取り締まりなどは関連機関

の取り組みが必須なので、外部条件に加えるべきという提案があった。協議の結果、関連機関

による道路安全啓発キャンペーンの実施が、上位目標の達成に至るまでの外部条件にふさわし

いとなり、外部条件1を修正した。 
 

【プロジェクト目標に至るまでの外部条件】 
修正前（PDM Ver.1） 修正後（PDM Ver.2） 

外部条件1：自然災害がプロジェクト活動に

甚大な影響を与えない。 
外部条件1：（修正なし）自然災害がプロジェクト活動

に甚大な影響を与えない。 
 
外部条件2：プロジェクトの実施を妨げる理不尽で暴

力的な活動が起きない。 

 
【問題点・協議と修正のポイント】 
・ シンズリ道路沿線住民の一部が、災害対策工や潅漑施設の整備など要求実現のために本プロジ

ェクトの活動を妨害して一時的に中断したことがあった。そのため外部条件に追加してモニタ

リングすべきだという意見が出され、新たに外部条件2として設定されることになった。 
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第７章 団長所感 
 
（1）シンズリ道路の現地調査 

本プロジェクトでは6カ所のパイロット事業が実施されている。またシンズリ道路の中間地

点には将来、シンズリ道路を管理するラムタール管理事務所の設置が先方政府予算で進められ

ている。こうしたことから、一日の行程でシンズリ道路全線を視察調査した。 
先方政府による維持管理業務はシンズリ道路が部分開通というものの、既に全線開通を意識

して、交通安全上の観点から一部曲線区間の局部改良、市街地通過区間の拡幅工事などが進め

られており、先方政府のシンズリ道路全線開通への力強いコミットメントが感じられた。 
一方、急峻な地形を通過する山岳道路であることから、建設当初に十分な自然災害対策が実

施できなかった区間では、道路建設に伴う地形改変の影響が想定範囲外に及び早急に防災対策

の実施が望まれる個所が散見された。こうした箇所の一部では大規模かつ高度の技術が要求さ

れるものがあり、引き続きわが国の支援への強い期待が寄せられた。上記のパイロット事業や

先方政府が予算負担する優先事業として技術協力プロジェクトの枠内でも防災対策が取り組

まれているが、大規模な対策工事を必要とする箇所では別途無償資金協力が実施されている。

しかしながら、すべての必要箇所をカバーできるわけではなく、将来にわたり先方政府の持続

可能な取り組みを支援する本プロジェクトの役割は一層重要と感じられた。 
シンズリ道路では排水に細心の注意が払われている。このことによって路床・路体の安定が

図られ、良好な路面を維持している。しかしながら、先方政府による局部改良区間ではこうし

た排水システムの延伸が必要となるが、端末処理が不十分な設計であったり、継ぎ目部分の処

理が確実に実施されているか疑われるような箇所もあり、引き続き技術プロジェクトにより適

切な技術移転が必要と感じられた。 
地形改変を最小限に抑えることにより、高価な法面・斜面対策を避ける道路線形が採用され

たシンズリ道路であるが、不安定な地形・地質が露頭する区間では、大規模な防災対策が将来

的に不可欠と思われる箇所が限定的ではあるが存在する。こうした箇所では技術プロジェクト

による技術移転で先方政府において十分な対策が可能かどうかを判断し、それ以上の支援が必

要と判断されるものについては早急な対応が望まれる。 
 
（2）中間レビュー 

開始より2年を経過しているが、本プロジェクトの達成状況はおおむね順調、その成果も期

待どおり発現されていると評価できる。 
本プロジェクトの特徴の1つとして、DORとDWIDPの協働体制を構築したことが挙げられる。

シンズリ道路の将来の維持管理にあたって両局の協力は技術面から不可欠である。本プロジェ

クトにおいて両者の間でシンズリ道路の維持管理に果たす役割と責任分担について覚書が交

わされたことは特筆される。同時に良好な協働体制が技術協力プロジェクトのなかで進んでい

る。懸念事項としてはDORが現在までのところシンズリ道路の維持管理に必要な予算確保がで

きているのに対し、DWIDPが必要な予算確保ができていないことである。この原因の1つとし

てネパールの財政当局からDWIDPが道路維持管理に係る業務で予算要求することに対する理

解が得られていないとの指摘があった。日本側においても、この点は技術協力プロジェクト実

施期間に限らず、将来にわたるシンズリ道路の維持管理業務に影響を及ぼす問題であることか
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ら、機会をとらえて先方政府財政当局に働きかけることが望まれる。 
後半の2年間ではラムタール事務所が開設され、EISが稼働するなど一層のOJTベースでの活

動が予定される。前半の成果達成度を踏まえ、本プロジェクトに寄せられる期待に十分応えら

れるものと確信する。 
 
（3）技術移転 

シンズリ道路が急峻な山岳地を通過する道路であることから、その維持管理業務は路面に限

らず、法面・斜面の防災対策に及ぶ。また排水対策はシンズリ道路の躯体としての安定に欠か

せない。このように今回の技術協力プロジェクトが対象とする技術移転は幅広い分野にわたり、

また対策規模も大小にわたることから、その内容も種々変化する。ハードな対策でカバーでき

ない部分はソフトでカバーする考え方の導入も必要となってくる。こうした課題に対して本プ

ロジェクトではC/Pを複数部局から迎え、パイロット事業や優先事業の選定においても十分配

慮されていることがうかがえた。また、プロジェクト期間においてフェイズ分けし、活動の目

的をより明確化するなどの工夫がなされていることも評価したい。 
これまでにわが国が支援した人材、リソースが本プロジェクトにおいて活躍していることは

大変喜ばしい。 
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